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01）地下街防災推進事業の創設・目的 

都市における重要な歩行者ネットワークを形成している地下街は全国の拠点駅頭に存在し、利用者も多数

に上っており、首都直下地震等の大規模地震が発生した場合には、利用者等が避難時に混乱状態となるこ

とが懸念される。また、天井板等の老朽化が進んでいることに加え、利用者のみならず、駅等からの避難者の

流入も想定される。 

国土交通省では、大規模地震発生時や浸水時における安心な避難空間を確保し、災害に強い都市の形

成を図るため、平成２６年度より地下街防災推進事業を創設し、地下街管理者等が行う防災対策を支援して

いる。 

地下街防災推進事業は、平成 26 年度に策定された本ガイドラインを基に、地下街管理者等の行う、天井

板等の地下街設備の安全点検や、周辺の鉄道駅等との連携した地下街の防災対策のための計画の策定を

支援するとともに、計画に基づく避難通路や地下街設備の改修を支援することで、民間投資を通じた地下街

の防災対策の充実を図ることを目的とする。 
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02）地下街防災推進計画の内容・記載項目 

地下街防災推進事業を実施しようとする地下街管理会社又は協議会は、地下街防災推進計画を策定し、

国土交通大臣の同意を得る必要がある。 

また、地下街管理会社又は協議会が地下街防災計画を策定し、国土交通大臣の同意を得ようとする時

は、予め地方公共団体に協議し、その同意を得る必要がある。 

大臣が同意した地下街防災推進計画については、地下街管理会社又は協議会は公表するものとする。 

地下街防災推進計画について変更する場合には、上記を準用する。ただし、地下街管理会社・協議会の

代表者及び構成員や防災管理責任者及び管理体制を変更する場合は、国土交通大臣への届出だけで構

わない。 

 

なお、地下街防災推進計画の記載項目は、以下の通りである。 

 

１．地下街の名称、位置、区域及び面積 

２．地下街管理会社の代表者 又は 協議会の代表者及び構成員 

３．防災管理責任者及び管理体制 

４．安全点検・調査結果 

５．地下街防災推進事業において行われる補助対象事業 

６．補助対象事業の計画期間、概算事業費及びその財源の見込み 

７．関連事業 

８．避難誘導計画 

 

 

次頁以降に、地下街防災推進計画の作成例を示す。 

 

◆作成例リスト 

【作成例１】 

安全点検・調査、避難検討、計画策定まで実施する年度に作成するケース 

 

【作成例２】 

安全点検・調査、避難検討、計画策定及び天井改修を実施する年度に作成するケース 

 

【作成例３】 

耐震補強※、天井改修を複数年度に渡って実施する場合に作成するケース 

※耐震診断は土木（鉄道）系診断基準にて実施済み 

 

【作成例４】 

耐震補強※、天井改修を複数年度に渡って実施する場合に作成するケース 

※耐震診断は建築系耐震診断基準にて実施済み 
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【作成例１】 

安全点検・調査、避難検討、計画策定まで実施する年度に 

作成する地下街防災推進計画の例 
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【作成例２】 

安全点検・調査、避難検討、計画策定及び天井改修を実施する年度に 

作成する地下街防災推進計画の例 
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【作成例３】 

耐震補強※、天井改修を複数年度に渡って実施する場合に 

作成する地下街防災推進計画の例 

※耐震診断は土木（鉄道）系診断基準にて実施済み 
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【作成例４】 

耐震補強※、天井改修を複数年度に渡って実施する場合に 

作成する地下街防災推進計画の例 

※耐震診断は建築系耐震診断基準にて実施済み 
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03）補助内容 

本制度では、以下に示す事業を補助対象とし、国が交付する補助金の額は、予算の範囲内において、地

方公共団体の補助する額以内、かつ事業に要する費用の１／３以内とする。 

 

≪補助対象者≫ 

・地下街管理会社又は協議会 

 

≪補助率≫ 

・１／３（地方公共団体との協調補助） 

 

≪補助対象事業≫ 

１．地下街防災推進計画の策定 

地下街防災推進計画の策定に要する以下の事業 

①安全点検・調査 

・現況調査、耐震診断等安全点検・調査 

②避難検討 

・避難検討にあたり必要な避難シミュレーション、近隣施設や店舗等との調整 

③計画作成 

・整備手法、年次計画等の地下街防災推進計画の作成 

 

２．地下街防災推進事業費 

地下街防災推進計画に基づき実施される以下の事業 

①通路等公共的空間の防災性向上に資する施設の整備及びその整備と併せて実施する漏水対策（地

下街管理会社が所有又は管理する施設に限る） 

・通路（一般店舗等の専用的又は閉鎖的に使用されるものを除く）、電気室、機械室等の公共的空間

における防災性向上のための施設の整備 

②避難施設、防災施設の整備 

・避難施設（非常用照明装置、避難誘導施設、緊急時情報提供設備 等）の整備 

・防災施設（備蓄倉庫、耐震性貯水槽、非常用発電設備 等）の整備 

③避難啓発活動 

・利用者等への避難啓発活動 

④浸水防止対策（地上部に通じる給排気・排煙設備から地下街への雨水等の流入防止対策） 

・給排気設備（開口部）の改修、排煙設備（開口部）の改修、非難時や早期復旧に資する非常用発電

機の高所への整備 
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◆補助対象事業例 
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04）制度拡充の経緯 

平成 26 年度の制度創設以降、状況に合わせて３度の制度拡充を行ってきた。 

 

１．補助事業者における協議会の追加（H27 拡充） 

ターミナル駅等地下街が連担している地域における、複数の地下街会社や関連する地下通路管理者、地

方公共団体等で構成される『協議会』が取り組む防災推進事業を支援できるように制度を拡充した。 

 

 

◆『協議会』の定義 

地下街が連担している地域において、当該地域の防災性の向上を図るために、複数の地下街会社、地方

公共団体に加え、必要に応じ、他の地下通路の管理者等で構成される団体。 

 

 

◆拡充による効果 
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２．補助対象事業における浸水対策事業の追加（H28 拡充） 

多くの利用者を抱える都市施設として、水害発生時の人命の確保だけでなく、地下街の耐水・防水機能を

高め、施設被害の軽減や早期復旧を可能とする防災対策を推進すべく、浸水対策を実施するための地下街

防災推進計画の策定や計画に基づき実施される浸水対策事業を補助対象事業に追加した。 

 

 

◆拡充の背景 

地下街における防災対策については、大規模地震のほか、浸水等の様々な災害に対し、一体的に取り組

むことで、より効率的に地が害の防災性の向上を図ることが必要である。 

そのような中で、水防法改正による浸水想定区域の拡充（洪水、内水、高潮）により、水害対策を必要とす

る地下街がさらに増加しているが、下水道浸水被害軽減創業事業では利用者の避難時間を確保するための

施設整備に限定しており、施設被害の軽減や早期復旧を合わせて行う地下街防災対策の一層の推進が必

要であった。 

 

 

◆拡充対象 

本制度で補助対象になる浸水防止対策は、地上部に通じる給排気・排煙設備から地下街への雨水等の

流入防止対策に限ることとし、避難時間を確保するための施設整備については『下水道浸水被害軽減総合

事業』で実施する。 
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３．補助対象事業における漏水対策の追加（R2 拡充） 

安全・安心な避難施設として長期間健全な状態を保つべく、漏水対策を実施するための地下街防災推

進計画の策定や通路等公共的空間の防災性向上に資する施設の整備と併せて実施する漏水対策を補助

対象事業に追加した。 

 

◆拡充の背景 

全国の地下街の多くで漏水が生じており、その対応に苦慮している地下街も少なくない中、漏水が鉄筋や

金属部の腐食を引き起こし、地下街の構造上の弱点となり耐震性にも悪影響を及ぼす可能性がある。 

そのような中で、漏水の影響によって施設が劣化し、メンテナンス頻度が高くなる等、トータルコストの観点

においても課題であることから、地下街の防災性向上に資する施設の整備と併せて漏水対策を実施するこ

とが必要であった。 

 

◆拡充対象 

本制度で補助対象になる漏水対策は、通路等公共的空間の防災性向上に資する施設の整備と併せて

実施する漏水対策に限ることとし、単なる維持修繕のための漏水対策については補助対象外とする。 
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地下街に関する指導要綱 

 

目 次 

第１ 趣 旨 

第２ 適 用 

第３ 安全対策 

１ 地下公共歩道 

２ 地下広場 

３ 他の建築物との接続 

４ 地下街と地下駅との接続 

５ 地下駐車場 

６ 各構え 

７ 地下街防災センター 

８ 消防隊進入口 

９ 風道の構造 

１０ 排煙設備及び空気調和設備 

１１ 管理 

１２ 消防用設備等 

１３ 保安対策 

１４ 消防防災システム 

第４ 適用除外 

 

第１ 趣旨 

この要綱は、別に定めるもののほか、川崎市における地下街の出火防止、火災拡大防

止、避難、消防活動等の安全性を確保するため、その構造・設備等について必要な事項

を定めるものとする。 

第２ 適用 

この要綱は、地下街を新設し、又は増設等する場合のほか、既設の地下街を相互に接

続し、又は既設の地下街に他の建築物の地下階を接続しようとする場合に適用する。 

第３ 安全対策 

１ 地下公共歩道 

(１) 地下公共歩道（以下「歩道」という。）の防火区画は、店舗面積がおおむね１,５０

０平方メートル以内ごとに、主として歩道の交差部で区画すること。 

(２) (１)の区画に用いる建築基準法第２条第９号の２ロに規定する防火設備（防火戸に

限る｡）（以下「防火戸」という｡）は、遮煙性能を有する建築基準法施行令（以下「建
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基令」という｡）第１１２条第１項に規定する特定防火設備である防火戸（以下「特定

防火戸」という。）とすること。 

(３) (２)の防火戸の閉鎖機構は、煙感知器の作動と連動して閉鎖するものとすること。 

(４) (２)の防火戸に近接して幅９０センチメートル以上及び高さ１.８メートル以上の

避難口を設け、当該避難口には、常時閉鎖式の特定防火戸を設けること。 

(５) (２)の防火戸の上部天井には、歩道の幅で排煙口を設けること。 

(６) 歩道から地上へ通じる階段の有効幅員は、１.５メートル以上とし、登り口には、階

段の幅でたれ壁を有する排煙口を設け、又は排煙上有効な吹き抜けを設けること。 

(７) 歩道の幅員は、次の算定式によって定めるものとし、その数値が６メートルに満た

ない場合には、６メートルとすること。ただし、公衆便所、機械室、地下街防災セン

ター等への通路については、この限りでない。 

 

    Ｐ 
Ｗ＝      ＋Ｆ 
    1600 

ただし、Ｗ：歩道の有効幅員（メートル） 

Ｐ：当該地域の開発整備状況の予測等を考慮したおよそ２０年後の予想最

大１時間当たり歩行者数（人）（店舗等又は駐車場により誘発される歩

行者数、及び他の建築物の地下階と接続する場合には、それにより誘発

される歩行者数を含めること。） 

Ｆ：２メートルの余裕幅員。ただし、店舗等のない部分においては１メー

トルとする。 

２ 地下広場 

(１) 原則として歩道の端部及び歩道のすべての部分からの歩行距離が５０メートル以内

となる位置に、防災上有効な地下広場（以下「広場」という。）を設けること。なお、

地下街を増設する場合にあっては、既存部分との接続部は、歩道の端部とみなすもの

とする。 

(２) 広場は、歩道の主要な交差部に設けるものとし、その面積は、１平方メートルにつ

き避難時の滞留人口を３人として算出した数値以上であること。 

(３) 広場には、当該広場が分担する店舗等の床面積に応じて、防災上必要な排煙、採光

等のための吹抜け等を設け、かつ、有効幅員１.５メートル以上で直接地上へ通じる２

以上の階段を設けること。 

(４) 催物等で使用しないこと。ただし、避難上支障となるおそれのない範囲で、消防署

長が認める場合は、この限りでない。 

３ 地下街と他の建築物との接続 

(１) 原則として地下街と他の建築物の地下階とは、災害の拡大防止等の観点から好まし
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くないので接続させないこと。ただし、当該建築物の地下階が、第３．６．(５)の条

件に適合する構造である場合は、この限りでない。 

(２) 地下街と他の建築物の地下階と接続する場合は、緩衝帯を介して接続すること。 

ア 緩衝帯は、次によること。 

(ア) 使用形態 

通行の用途のみに使用するものであること。 

(イ) 構造 

ａ 主要構造部を耐火構造とし、接続部分の出入口は特定防火戸で区画すること。 

ｂ ａの特定防火戸の煙感知器は、特定防火戸の両側に設置すること。 

ｃ 長さは、１０メートル以上とすること。 

ｄ 排煙上有効、かつ、十分な大きさの吹き抜けを設けること。 

ｅ 接続する建築物の防災センターから遠隔操作により、接続する建築物と緩衝

帯を区画する特定防火戸を閉鎖できること。 

(ウ) 消防用設備等 

次の設備が設けられていること。 

ａ スプリンクラー設備 

ｂ 自動火災報知設備 

ｃ 誘導灯 

ｄ 非常警報設備（放送設備） 

イ 緩衝帯又は緩衝帯の直近に、外気に開放された直接地上へ通じる階段を設けるこ

と。 

ウ 地下街と接続する建築物双方の防災センターが相互連絡できる非常電話を設置す

ること。 

(３) 接続する建築物は、単独で避難計算が成立すること。 

４ 地下街と地下駅との接続 

(１) 地下街と地下駅（地下に設けるバスターミナルを含む。以下同じ。）との接続方法は、

広場を介して接続すること。 

(２) 地下街と地下駅との連絡通路に必要な開口部以外の部分は、耐火構造で区画するこ

と。 

(３) 地下街と地下駅とを一体として、あるいは接続して設置する場合は、次によること。 

ア それぞれの利用者の流れを考慮し、円滑な避難を確保できるよう歩道を配置する

こと。 

イ 地下街と地下駅とは防火区画により緊急時に完全に遮断できる構造とし、地下街

防災センターから遠隔操作により遮断できること。 

ウ 地下駅より有効幅員１.５メートル以上で直接地上へ通じる２以上の階段を確保
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すること。 

エ 地下街と地下駅双方の防災センターが相互連絡できる非常電話を設置すること。 

５ 地下駐車場 

(１) 地下駐車場の防火区画は、１,５００平方メートル以内ごととし、車路を除いては耐

火構造の壁で区画すること。 

(２) 地下駐車場の車路部分の区画は、１(２)から(４)の例によること。 

(３) 地下駐車場のエレベーターの乗降ロビーは、特別避難階段の附室と同等の防火防煙

性能を有すること。この場合において、荷さばき用エレベーターの附室に設ける防火

戸にあっては、常時閉鎖式にしてはならない。 

(４) 地下駐車場とその他の部分とは、耐火構造の壁又は床で区画し、開口部を設ける場

合には、特別避難階段又はそれと同等以上の防火防煙性能を有する施設を設けること。

なお、地下駐車場には、地下街の他の部分を通過することなく、有効幅員１.５メート

ル以上で直接地上へ通じる２以上の階段を設けること。 

６ 各構え 

(１) 店舗等の各部分から歩行距離１５メートル以内で歩道に出られる構造とすること。 

(２) 各構えの中に設ける小区画は、下地、仕上げとも不燃材料を使用した構造とするこ

と。 

(３) 店舗等と歩道との境界の区画は、次によること。 

ア 出入口を除き耐火構造の壁又は鉄枠網入ガラス及び煙感知器連動のシャッターで

区画すること。 

イ 出入口は２以上設けるものとし、当該出入口は避難上支障がない煙感知器連動の

特定防火戸で区画すること。 

(４) 各構えの出入口の上部天井には、出入口の幅で排煙口を設けること。 

(５) 店舗等と歩道以外の境界は、相互に床面積２００平方メートル以内ごとに耐火構造

の壁で区画すること。ただし、消防署長が認める場合は、この限りでない。 

(６) 地下街の歩道、階段、店舗等の内装は、下地、仕上げとも不燃材料とすること。 

(７) 厨房設備等 

ア 次に掲げる厨房設備の天蓋及び排気ダクトには、フード等用簡易自動消火装置を

設けること。 

(ア) 当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の合計が３

５０キロワット以上の厨房設備 

(イ) 油脂を含む蒸気を発生させるおそれのある厨房設備 

イ 油脂を含む蒸気を発生させるおそれのある厨房設備には、付着した油脂を自動的

に除去することができる天蓋を設けること。ただし、フライヤーと一体構造となっ

ているものにあっては、この限りでない。 
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ウ ガス消費設備には、地下街防災センターから各ガス栓の開閉の状況を監視できる

装置を設けること。 

７ 地下街防災センター 

(１) 地上から直接出入できる専用の階段又は傾斜路を設けること。 

(２) 消防隊の指揮本部としても有効に活用できる面積とすること。 

(３) 地下街とは附室を介して接続すること。 

(４) 耐火構造の床又は壁若しくは建基令第１１２条第１４項に規定する構造の特定防火

戸で区画し、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料とすること。 

(５) 排煙設備及び空気調和設備は、単独の系統とすること。 

８ 消防隊進入口 

(１) 地下街の各部分から１の消防隊進入口までの水平距離がおおむね５０メートルとな

るように設けること。 

(２) 各階への出入口には、特別避難階段と同等の機能をもった前室を設けること。 

(３) (２)の前室に煙の侵入を防止するため給気を行うものとし、他の部分に対し正圧を

保つ構造とすること。 

(４) 進入口は、ボックス型とし、幅７５センチメートル以上及び高さ１.８メートル以上

の特定防火戸を設けること。ただし、地表の工作物等からこれによりがたい場合は、

進入を容易にするための方法を講じたマンホール型とすることができる。 

(５) (４)の進入口には、消防隊進入口である旨を表示すること。 

(６) 非常用照明装置を設けること。 

９ 風道の構造 

換気、暖房、冷房、排煙設備その他これらに類するものの風道等は、防火区画を貫通

させないものとする。ただし、当該風道等を耐火構造とした場合は、この限りではない。 

１０ 排煙設備及び空気調和設備 

(１) 排煙設備及び空気調和設備の系統は、歩道と各構えを別の系統とし、かつ、歩道に

あっては防火区画ごとに、各構えにあっては当該歩道が受持つ区域ごとに、それぞれ

独立した系統とすること。 

(２) 排煙機の能力は、建基令第１２６条の３第９号に規定する数値の１．５以上の能力

を有すること。 

(３) 排煙機の起動と同時に空気調和設備の運転を停止できる機構（防災センターに設け

るものを除く。）とすること。 

１１ 管理 

(１) 消防用設備等の点検整備、消防訓練の定期的実施、避難の管理の徹底を図ること。 

(２) 出入口、歩道、ダクト系統、保安設備等を明示した地下街等全体の見取図を作成し、

地下街防災センターに備えておくこと。 
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(３) 地下街防災センターには、消防隊が迅速に消火活動を行うことができるように鍵を

保管すること。 

(４) 工事を行う場合は、工事中の防火管理を徹底すること。 

(５) 特定防火戸には、閉鎖障害となる商品等を陳列しないこと。 

(６) 歩道には、商品等を陳列しないこと。ただし、延焼防止上及び避難上支障がないと

消防署長が認める場合には、この限りでない。 

(７) 地下街と接続建築物双方の防災センターは、毎日、一定の時刻に通話試験を実施し、

その記録を保存すること。 

なお、通話試験は、地下街防災センターから各接続建築物へ受信感度を問い合わせ

るものとする。 

(８) 油脂を含む蒸気を発生させるおそれのある厨房設備に設置する天蓋は、毎日油脂を

除去すること。 

(９) 地下街の設置者は、ガス保安対策について、関係者の教育及び訓練に関する事項、

ガス施設の保守管理に関する事項並びに緊急時の措置に関する事項を管理規程に定め

なければならない。 

１２ 消防用設備等 

(１) 歩道の壁面には、水平距離３０メートル間隔に屋内消火栓設備又は補助散水栓を設

けること。 

(２) 地下街には、原則としてすべての部分にスプリンクラー設備を設置すること。ただ

し、スプリンクラー設備を設置することが適当でない用途部分には、不活性ガス消火

設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備又は泡消火設備（全域放出方式に限る。）

を設置すること。 

(３) 自動火災報知設備の警戒区域は、店舗等と同一とすること。ただし、歩道にあって

は、この限りでない。 

(４) 連結送水管を次により設置すること。 

ア 放水口は消防隊進入口内に設け、それぞれ独立した立管とすること。 

イ 放水口は双口形とし、その直近に送水されたことを確認するための圧力計を設け

ること。 

ウ 放水口には、長さ２０メートルのホース４本以上及び筒先２本を格納した箱を付

置すること。 

(５) 非常コンセント設備を次により設置すること。 

ア 非常コンセントは、連結送水管の放水口付近に設置すること。 

イ 非常コンセントは、接地形二極コンセントのうち、定格ｌ５Ａｌ２５Ｖ、２口を

設置すること。 

ウ 非常コンセントの直近には、移動可能な照明器具を付置すること。 
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(６) 防火水槽を次により設置すること。 

ア 地下街の各部分から１の防火水槽までの水平距離が１００メートル以下となるよ

うに設けること。 

イ １の防火水槽の有効水量（地盤面の高さから４．５メートル以内の部分の水量を

いう｡）は、１００立方メートル以上とすること。 

(７) 地上の消防隊との無線交信を可能とする設備を設けること。 

１３ 保安対策 

(１) 原則として火気は使用しないこと。ただし、飲食店等やむを得ず火気を使用する用

途については、次によること。 

ア 都市ガス等を配管方式で使用する場合は、火気を使用する部分とその他の部分と

を防火区画し、かつ、火気使用部分の周辺を防火上有効な構造としたもので、消防

署長が認めたものとすること。 

イ 他の物品販売店舗等群とは別のブロックとしてまとめて配置すること。 

ウ 厨房部分を防火区画及び不燃化すること。 

(２) 地下街及び接続する建築物の地下階においてガスを使用する場合には、ガス事業法、

消防法、建築基準法その他の関係法令に定めるところによるほか、次によるものとす

る。 

ア 引込み管ガス遮断装置（中圧、低圧）を次により設置すること。 

(ア) 地上部分の容易に操作しやすい場所に設置すること。 

(イ) 危急の場合、手動で速やかに地下階全体のガスを遮断できること。 

イ 緊急ガス遮断装置（中圧、低圧）を次により設置すること。 

(ア) 原則として、外壁を貫通した直近に緊急遮断弁室を設置すること。 

(イ) 地震（２５０ガル以上）発生時には、自動的にガス遮断できること。 

(ウ) ガス漏れ発生時、防災センターでガス遮断できること。 

ウ ガス漏れ警報設備を次により設置すること。 

(ア) 消防法施行規則第２４条の２の３及び第２4 条の２の４を準用して設置するこ

と。 

(イ) 接続する建築物の防災センター及び地下街防災センターに警報表示されるこ

と。 

(ウ) 店舗等でガス漏れ検知器が作動した場合、次項に掲げる業務用自動ガス遮断弁

を閉止できること。 

エ 業務用自動ガス遮断弁を次により設置すること。 

(ア) 厨房内に操作器、ガス漏れ検知器及び感震器を設置し、メータ出口に遮断弁を

設置すること。 

(イ) 操作器のボタン操作により遮断弁を開閉できること。 
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(ウ) ガス漏れ検知器が作動してから約１分以内に自動的にガス遮断できること。 

(エ) 地震（２００ガル以上）発生時には、自動的にガス遮断できること。 

(オ) ガス圧が異常に低下した場合は、自動的に遮断弁を閉止できること。 

(カ) 使用開始時に遮断弁を開操作する場合、ガスの漏洩状態又はガス栓の開の状態

の場合は、警報を発すると同時に当該弁が開かない構造とすること。 

(キ) 使用終了時に遮断弁を閉操作した後、１５分間下流側のガス圧を監視し、圧力

降下した場合は、異常の表示がされること。 

(ク) 地下街防災センターに遮断弁の開閉状態が表示されるとともに、遠隔操作によ

り遮断ができること。 

オ フード等用簡易自動消火装置を次により設置すること。 

(ア) 作動と同時に業務用自動ガス遮断弁を閉止する構造とすること。 

(イ) 作動と同時に換気設備を停止できる構造とすること。 

カ ガス栓と接続具は、次によること。 

(ア) 固定式燃焼器の接続具は、鉄管、金属可とう管、強化ゴムホースにより接続す

ること。 

(イ) 移動式燃焼器（強制給排気式ストーブを含む。）にあっては、ゴム管（両端に

迅速継ぎ手のついたもの、又は火流出安全弁を内蔵するガス栓に接続するものに

限る。）を用いて接続することができる。 

キ ガス器具、立ち消え安全装置付のものを使用すること。 

ク ガスの主要配管を天井裏等に設置する場合には、保守管理するための点検口を設

けること。 

(３) ガス事業者との申し合わせ事項 

消防機関とガス事業者とは、緊急時における初動体制、連絡通報体制、現場での措

置等について、次の各事項を中心として「ガス漏れ及び爆発事故の防止対策に関する

申し合わせ」を作成し、ガス保安体制の強化を図るものとする。 

ア ガス事業者の初動体制等 

ガス事業者は、保安要因の確保及び保安教育の徹底を図るとともに、ガス漏れ事

故発生時における初動体制について消防機関と十分打ち合わせしておくものとする。 

イ 初動時におけるガス供給停止 

ガス供給の停止は、原則としてガス漏れ等の現場における消防機関とガス事業者

との連携体制によりガス事業者が行うものとするが、ガス漏れ等の現場に、消防機

関がガス事業者より先に到着した場合等で、消防機関が爆発等のガス災害の発生を

防止するため、緊急やむを得ないと認める場合は、ガス事業者との事前の申し合わ

せに基づき、消防機関がガスの供給遮断を行うこととし、あらかじめ、次の措置を

講じるものとする。 
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なお、遮断後のガスの供給再開は、二次災害発生の防止を図るため、ガス事業者

が行うものとする。 

(ア) ガス事業者は、地下街等消防機関が必要と認める場所におけるガス導管及び遮

断装置の設置状況及び場所を示す図面並びに保安規程、その細則、その他の資料

で消防活動上必要なものを消防機関に提出するものとする。 

(イ) ガス事業者は、消防機関との協議により、必要とされた範囲の地上操作遮断装

置の操作用具及び操作要領を消防機関に預けておくものとする。 

(ウ) ガス事業者は、消防機関との協議により、遮断装置等の確認及び消防職員の教

育訓練に協力するものとする。 

ウ 連絡通報体制 

消防機関及びガス事業者は、相互の連絡通報体制を確立するものとする。 

エ 連携体制 

出動したガス事業者は、早急にガス漏れの場所及び範囲を検知し、ガス災害防止

のため、ガスの供給停止等の必要な措置をとるものとする。 

この場合、ガス漏れ等の現場において消防機関と緊密な連携を保つとともに、消

防機関から指示があったときは、その指示に従い必要な措置を講じるものとする。 

(４) 集中配置 

地下街において、燃焼器を使用する店舗等が集中配置された区域には、通気管を設

ける等漏れガスを排出するうえで、有効な措置が講じられるように努めるものとする。 

１４ 消防防災システム 

地下街の新設及び地下街と建築物を接続する場合、財団法人日本消防設備安全センタ

ーの評定（地下街防火・安全計画）を受けるものとする。 

第４ 適用除外 

この要綱は、消防長が地下街の構造、用途、規模及び設備の状況から判断して、この

要綱の規定によらなくとも防火上又は避難上支障がないと認める場合、若しくはこの要

綱の規定と同等以上の効果があると認める場合においては、その全部又は一部を適用し

ないことができるものとする。 
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名古屋市地下街基本方針について 
 
 

地下街は、道路や駅前広場における地下の占用施設であり、この設置に関しては、道路法、都

市計画法、建築基準法及び消防法等様々な法令（以下、法令等）が関係しており、当初、それぞ

れで対応を行なってきました。 

しかしながら、地下街は、防災等の観点から課題が多くあり、また、これを公共施設である道

路や駅前広場の地下に設けることは、将来の他の利用を制約するおそれがあることから、昭和

48年 7月 31日付けで、国において共同通達「地下街の取扱いについて」が出され、関係機関が

連絡調整を密にするため同通達に基づき、地下街連絡協議会が中央及び地方に設置され、地下街

の規制に関する取扱方針や設置計画策定に関する基準を示した「地下街に関する基本方針につい

て」が定められました。以後、30 年近くにわたり、これに基づいて、法令に関連条文の無い規

制や法令に上乗せする規制を含めた指導が、全国統一的に行なわれてきました。 

ところが、地方分権の流れを受けて、平成 13年 6月 1日付けでこれらの地下街に関連する一

連の通達が全て廃止となり、今後は、地方独自に対応することとなりました。 

地下街は、公共施設である道路や駅前広場の地下を利用して設置され、かつ、日々、多くの利

用者がいることから、公共地下空間の計画的な利用調整や、地下街利用者の安全の確保を図るこ

とが必要であります。特に、本市における地下街については、設置後 40年以上経過しているも

のもあり、現行の法令等に適合していない箇所もあることから、安全性の確保及び一層の向上の

ため、改善が必要であると考えます。 

そこで、本市では、国の通達に代わる「基本方針」を定め、引き続き地下街に対する指導を統

一的に行なっていくこととしました。「基本方針」の策定におきましては、指導の継続性等を考

慮すると、国の通達を基本とすることになりますが、本市における地下街の実状や通達が出され

た当時からの設備等における性能の向上などを踏まえることは必要であります。 

「基本方針」の策定にあたりましては、地下街の実状や規制等に対する変更要望の把握を目的

に、地下街管理会社等からヒアリングを行なうとともに、地下利用計画検討委員会を設置し学識

経験者等の意見を聞くことで、現実的かつ最新の科学的知見に基づいた方針となるよう努めまし

た。 

この「基本方針」により、地下街の新増設等を適切に誘導し、既設地下街については、各地下

街の管理会社等が、具体的に改善目標を定め継続的に改善を進めることで、地下街の安全性の確

保及び向上等を図ることを期するものであります。 
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名古屋市地下街基本方針 
 

 

＝平成 16 年 3月 1日 制定＝ 

 

目次 

 第1章 総則（第1条－第3条） 

 第2章 地下街の新設及び増設に関する基準 

  第1節 地下街の計画（第4条－第7条） 

  第2節 公共地下歩道等（第8条） 

  第3節 店舗等（第9条） 

  第4節 設備等（第10条－第13条） 

 第3章 既設地下街に関する基準 

  第1節 適用等（第14条－第15条） 

  第2節 公共地下歩道等（第16条） 

  第3節 店舗等（第17条） 

  第4節 設備等（第18条－第21条） 

第4章 地下街の管理（第22条－第24条） 

 

 

    第1章 総則 

（目的） 

第1条 この基本方針は、地下街の防災性並びに歩行者の安全と円滑な通行の確保及び向上に

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第2条 この基本方針において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 地下街 公共の用に供されている道路又は駅前広場（建設中の道路又は駅前広場を含

む。）の区域内にあって、公共地下歩道等と公共地下歩道に面して設けられる店舗等が

一体となった地下施設（公共地下駐車場が併設されている場合には、当該公共地下駐車

場を含む。）をいう。ただし、次の各号に掲げるものは、地下街として扱わないものと

する。 

ア 駅務室、機械室等もっぱら駅及び公共地下歩道等の管理運営のためのもの。 
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   イ 一団の店舗の面積が100平方メートル以下のもの。 

(2) 公共地下歩道 公共の用に供されている道路又は駅前広場（建設中の道路又は駅前広

場を含む。）の区域内にあり、公共の用に供されている地下通路及び地下駅の改札口外

の通路をいう。 

(3) 公共地下歩道等 公共の用に供されている道路又は駅前広場（建設中の道路又は駅前

広場を含む。）の区域内にあり、公共の用に供されている地下通路、地下駅の改札口外

の通路、広場及び階段等をいう。 

(4) 店舗等 店舗、管理事務所、行政施設、交番及び案内所等をいう。 

(5) 管理者等 管理者及び店舗入店者をいう。 

（適用） 

第3条 この基本方針は、地下街を新設又は増設する場合のほか、既設地下街における公共地

下歩道等及び店舗等の改装等並びに地下街の管理について適用する。 

 

   第2章 地下街の新設及び増設に関する基準 

    第1節 地下街の計画 

（新設、増設の計画） 

第4条 地下街の新設又は増設は、土地の高度利用が図られ地上交通の著しく輻輳する地区

において、公共地下歩道又は公共地下駐車場が、次の各号の要件を満たし、かつ、これら

の管理等のために、必要やむを得ない場合に限るものとする。 

(1) 地上交通の安全と円滑を図るため、整備する必要があるものであること。 

(2) 都市計画として決定されている道路又は駅前広場であって、その立体的整備が都市

計画として必要であり、これにより、地上の賑わいのある空間形成に資すること。 

(3) 当該地域の状況又は交通の状況から、道路等の区域外又は上空に設けることが著し

く困難又は不適当であること。 

（他の計画との整合） 

第5条 地下街の計画は、当該地区及び周辺地域の用途地域等の都市計画に合致したものであ

り、都市施設及び市街地開発事業に関する計画に適合し、かつ、それらの長期構想に支障を

及ぼすおそれのないものとする。 
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2  主な公共地下歩道等又は公共地下駐車場は、都市計画として決定し、都市計画事業として

一体で整備するものとする。 

3  公共地下歩道等及び公共地下駐車場の配置及び構造は、道路又は駅前広場の計画と調和し、

一体として構成され、その機能を十分発揮するよう計画するとともに、それらの規模は、当

該地域の長期的な開発整備の見通しに基づき計画するものとする。 

（計画内容） 

第6条 計画する地下街の規模は、次の各号に規定する範囲内で公共地下歩道等又は公共地

下駐車場を適正に管理し、利用するのに必要最小限のものとする。 

(1) 公共地下駐車場を併設する地下街にあっては、公共地下駐車場の部分を除く地下街

の延べ面積は、原則として公共地下駐車場の部分の延べ面積を超えないこと。 

(2) 店舗の延べ面積は、原則として地下街（公共地下駐車場を併設する地下街にあっては、

公共地下駐車場の部分を除く。）の延べ面積の半分を超えないこと。 

2  地下街の階層は、一層に限るものとする。ただし、公共地下駐車場、機械室、管理事務

所及び消火用水貯水槽については、この限りでない。 

3  公共地下歩道等の配置等地下街の全体計画は、利用者の利便性及び緊急時の避難の容易

さを考慮した簡明な形状とするものとする。 

（事業主体） 

第7条 地下街の設置者及び管理者は、原則として国、愛知県及び名古屋市又はこれに準ずる

公法人（駅前広場に設ける地下街にあっては、当該駅前広場に係る鉄道事業又はバスターミ

ナル事業を営む法人を含む。）又はこれらからおおむね3分の1以上の出資を受けている法人

でなければならない。ただし、公共主体の出資が3分の1を下回る場合にあっても、地下街の

適正な設置及び管理を十分確保し得る措置が講じられている場合は、この限りでない。 

 

    第2節 公共地下歩道等 

（公共地下歩道等） 

第8条 公共地下歩道等は、建築基準法、消防法、福祉都市環境整備指針（以下「整備指針」

という。）その他の関係法令の定めるところによるほか、次の各号に掲げる基準を満たすも

のとする。 

(1) 広告、案内板、吊下げ装飾は、難燃材料等を用いること。 

 (2) 地上に通ずる階段の有効幅員は、1.5メートル以上とすること。 
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 (3) 公共地下歩道の幅員は、次の算定式によって定めるものとし、その数値が6メートルに

満たない場合には、6メートルとすること。ただし、公衆便所、機械室、防災センター等

への通路については、この限りでない。 

          Ｐ 

      Ｗ＝     ＋ Ｆ 

         1600 

ただし、Ｗ：公共地下歩道の有効幅員（メートル） 

Ｐ：当該地域の開発整備状況の予測等を考慮したおよそ20年後の予想最大1時間当

たり歩行者数（人）（店舗等又は公共地下駐車場により誘発される歩行者数

及び他の建築物の地下階と接続する場合には、それにより誘発される歩行者

数を含めること。） 

Ｆ：2メートルの余裕幅員。 

(4) 地上に通ずる階段の出口を歩道に設ける場合には、この歩道部分において、原則とし

て3メートル以上の残幅員を確保すること。 

 (5) 公共地下歩道の端部及び公共地下歩道のすべての部分からの歩行距離が50メートル以

内となる位置に、防災上有効な地下広場を設けること。なお、地下街を増設する場合に

あっては、既存部分との接続部は、公共地下歩道の端部とみなすものとする。 

 (6) 地下広場には、防災上有効な排煙設備を設け、かつ、直接地上へ通ずる2以上の階段を

設けること。 

 

    第3節 店舗等 

（店舗等） 

第9条 店舗等は、建築基準法、消防法その他の関係法令の定めるところによるほか、次の各

号に掲げる基準を満たすものとする。 

(1) 隣接する店舗等の間は、耐火構造の壁で区画すること。 

(2) 店舗等の内装は、下地、仕上げとも不燃材料を用いること。 

(3) 地下街には、次に掲げる営業内容の店舗を設けないこと。 

ア 大型の商品を取り扱うもの等公共地下歩道の一般歩行者の通行に支障を及ぼすおそ

れのあるもの。ただし、商品の搬出入を一般歩行者の通行に支障の無い時間に行い、

契約後の商品について、別途配送センターから配送するなどの配慮を行う場合は、こ

の限りでない。 
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イ 爆発性の物件若しくは悪臭、騒音を発生する物件を保管し、又は設置し、公共地下

歩道の一般歩行者に危害を及ぼし、又は不快の感を与えるおそれのあるもの。 

ウ 風俗営業等公共地下歩道の風紀を損なうおそれのあるもの。 

エ 宿泊施設、興業場等地下街に設けることが適切でないもの。 

 

    第4節 設備等 

（設備等） 

第10条 設備等は、建築基準法、消防法その他の関係法令の定めるところによるほか、次の各

号に掲げる基準を満たすものとする。 

(1) 地下街の空気調和設備は、公共地下歩道等の部分と店舗等の部分とを別系統とするこ

と。 

 (2) 地下街の設備等には、地震、火災、水害などの災害に対して十分な措置を講ずること。 

（地下街との接続） 

第11条 地下街と他の建築物の地下階とは、原則として接続させないこととする。ただし、公

共性があり、十分な安全性が確保される場合は、この限りでない。 

2  地下街と地下駅とを一体として、あるいは接続して設置する場合には、次の各号に掲げる

基準を満たすものとする。 

 (1) 地下街と地下駅相互の防災センター間において同時に通話できる設備を設けること。 

 (2) 地下街と地下駅の利用者の流れを考慮し、円滑な通行を確保できるよう公共地下歩道

を配置すること。 

 (3) 地下街と地下駅とは防火区画により緊急時に完全に遮断できる構造とすること。この

場合、地下駅より直接地上へ通ずる2以上の階段を確保すること。 

（ガス保安対策等） 

第12条 地下街においてガスを使用する場合には、ガス事業法、消防法、建築基準法その他の

関係法令に定めるところによるほか、次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

(1) 地下街に設置する燃焼器は、金属管、金属可とう管又は強化ガスホースを用いてガス

栓と接続すること。ただし、移動式燃焼器（強制給排気式ストーブを含む。）にあっては、

ゴム管（両端に迅速継手の付いたもの又は過流出安全弁を内蔵するガス栓に接続するもの

に限る。）を用いて接続することができる。 

 (2) 地下街へのガスの引込管は必要最小限の本数とし、配管は単純化するとともに、ガス

管であることが容易に識別することができる識別措置を講ずること。 
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 (3) ガスの主要配管が天井裏等に設置される場合には、これらを保守管理するため点検口

を設けること。 

（公共地下駐車場） 

第13条 公共地下駐車場の構造及び設備は、駐車場法、建築基準法、消防法その他の関係法令

に定めるところによるほか、公共地下駐車場とその他の部分とは、耐火構造の壁又は床で区

画するものとし、開口部を設ける場合には、特別避難階段又はそれと同等以上の防火、防煙

性能を有する施設を設けるものとする。なお、公共地下駐車場には、地下街の他の部分を通

過することなく直接地上へ通ずる2以上の階段を設けることとする。 

2  公共地下駐車場の有無にかかわらず、地上交通に支障を与えない場所に荷捌き場を設

けるものとする。 

 

   第3章  既設地下街に関する基準 

    第1節 適用等 

（適用） 

第14条 この章の規定は、この基本方針が施行された際現に存する地下街に適用する。 

（改善） 

第15条 地下街の管理者は、建築基準法及びその他の関係法令並びにこの章の規定に適合する

よう改善計画書を作成し、改善に努めるものとする。 

 

    第2節 公共地下歩道等 

（公共地下歩道等） 

第16条 公共地下歩道等の形状変更はしないものとする。ただし、安全性及び利便性の向上が

見込まれる場合は、この限りでない。 

2  公共地下歩道等については、第8条第1号、第2号、第5号及び第6号の規定を準用する。 

3  高齢者、身体障害者等の移動の円滑化のために、整備指針の趣旨に沿ったエレベーター、

スロープを設置する等、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 

    第3節 店舗等 

（店舗等） 

第17条 店舗等に関しては、第9条の規定を準用する。 
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2  火気を使用する店舗等は、他の店舗等と防火区画された区域に集中配置しなければならな

い。ただし、加熱部が密閉された電気式調理器（自動温度調整機能付）を用いる店舗等につ

いては、この限りでない。 

3  店舗等の構えの変更については、次の各号による。 

(1) 次に掲げる基準を満たすものは、床面積200平方メートル以内において、構えを変更す

ることができる。 

ア 隣接する店舗等及び公共地下歩道等と防火区画されていること。 

イ 店舗等の内装は、下地、仕上げとも不燃材料を用いること。 

(2) 次に掲げる基準を満たすものは、床面積500平方メートル以内において、構えを変更す

ることができる。 

ア 隣接する店舗等及び公共地下歩道等と防火区画されていること。 

  イ 建築基準法に定める排煙設備（以下、この条について同じ。）を備えていること。 

  ウ 店舗等の内装は、下地、仕上げとも不燃材料を用いること。 

4  排煙設備を有しない火気を使用する店舗は、厨房とその他の部分（客席等）とを特定防

火設備で区画するものとする。ただし、次の各号に掲げる基準を満たすものについては、

この限りでない。 

(1) 隣接する店舗等及び公共地下歩道等と防火区画されていること。 

(2) 排煙機能を有する設備を備えていること。 

(3) 厨房とその他の部分（客席等）が防煙区画されていること。 

 

     第4節 設備等 

  （設備等） 

第18条 非常用電源設備として、保安上必要な電力が供給できる蓄電池設備又は自家発電設備

を設けるものとするほか、第10条の規定を準用する。 

（地下街との接続） 

第19条 地下街との接続については、第11条第1項、第2項第1号及び第3号の規定を準用する。

この場合において、第11条第2項中「設置する場合」とあるのは「設置している場合」と読

み替えるものとする。 

（ガス保安対策等） 

第20条 ガス保安対策等については、第12条の規定を準用する。 
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（公共地下駐車場） 

第21条 公共地下駐車場については、第13条の規定を準用する。 

 

   第4章 地下街の管理 

（公共地下歩道等の管理） 

第22条 公共地下歩道等の管理については、次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

 (1) 避難上支障となるおそれのあるものを設けないこと。 

 (2) 歩行者の案内及び避難上に必要な分かりやすい案内板及び地図等を設けること。 

 (3) 誘導灯及び歩行者の案内のための設備の視認性を妨げる広告等は設けないこと。 

（管理規程） 

第23条 地下街の管理者は、地下街に関する管理規程を定めるものとする。 

2   管理規程には、次の各号に掲げる事項及びその他必要な事項を定めるものとする。 

 (1) 公共地下歩道等に関する事項 

   ア 供用時間等に関する事項 

   イ 防災保安に関する事項 

   ウ 維持補修に関する事項 

   エ 広告等の提出に関する事項 

   オ 禁止すべき行為に関する事項 

 (2) 店舗等に関する事項 

   ア 営業等に関する事項 

   イ 防災保安に関する事項 

   ウ 保健衛生に関する事項 

   エ 建物管理に関する事項 

（地下街台帳） 

第24条 地下街の管理者は、別途定める様式の地下街台帳を作成するものとする。 
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第３ 地下街 

 1 

第３ 地下街 

 

１ これまでの経緯 

地下街については，交通結節機能の強化や歩行者の回遊性の向上といった都市機能の

強化に資する一方，防災等の観点から課題が多く，また，これを公共空間である道路，

駅前広場などの地下に設けることは，将来の他の利用を制限するおそれがあることから，

昭和 48 年に国の通達により，都市計画，道路，建築，消防，警察等の関係機関による

地下街中央連絡協議会（国），地下街連絡協議会（地方）が設置され，続く昭和 49 年に

地下街中央連絡協議会において地下街に関する基本方針を策定し，指導監督に関する連

絡調整を行っていた。 

しかしながら，地方分権の流れを受けて，平成 13 年６月 1 日付で地下街に関する通

達がすべて廃止されたことに伴い，地下街中央連絡協議会が廃止された。その後，本市

においても，地下街設置案件がなく，当時建設中の新天神地下街も軽微な変更のみであ

ったことから，福岡市地下街連絡協議会を廃止し，旧通達に準拠した対応をしていた。 

２ 協議会設置及び基本方針策定の必要性 

新地下街建設の指導監督に係る関係機関の連絡調整が急務となったことや，既設地下

街における地下街利用者の多様なニーズに対応した公共地下歩道や地下広場の活用方

策についての検討・整理とあわせ，適正な維持管理や安全性の確保及び向上を図ってい

く必要が生じてきた。このため，連絡調整機関として福岡市地下街連絡協議会を設置し，

国の通達に代わる「基本方針」を定め，地下街に対する統一的な指導を行っていくこと

とした。 

３ 協議会及び基本方針の位置付け 

福岡市地下街連絡協議会は，任意の連絡調整機関とする。 

福岡市地下街基本方針は，地下街という特殊案件に係る事項であり，その設置にあた

り，広く一般市民や民間事業者に係る事項ではないことから，各種許認可等に係る行政

指導を目的とした要綱とする。 

４ 協議会の構成 

機  関 部 局 委  員 幹  事 

福岡県警察本部 交通部 交通規制課長 課長補佐 

警備部 警備課長 課長補佐 

福岡市 道路下水道局 管理部長 路政課長 

住宅都市局 建築指導部長 建築指導課長・建築審査課長 

消防局 予防部長 指導課長 

市民局 生活安全・危機対策部長 防災・危機管理課長 

住宅都市局 都市づくり推進部長（会長） 都心再生課長（代表幹事） 
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福岡市地下街連絡協議会設置要領 

 

（目 的） 

第１条 福岡市における道路，駅前広場の区域に係る地下街の指導監督に関する連絡調整

を行うため，福岡市地下街連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（協議事項） 

第２条 協議会は，次の事項について協議する。 

 (１) 地下街の設置及び既設地下街の改善に関する許認可等の行政処分に先立つ，関係

行政機関の連絡調整に関する事項 

なお，地下街の新設及び店舗部分等の増設を伴う地下街の増設計画については，

主として地下街設置の必要性や緊急性及び基本的な配置計画に関する事項（以下「概

要協議」という。）と主として防災，構造，維持管理等の計画に関する事項（以下「詳

細協議」という。）の二段階による連絡調整を行うこととする。 

 (２) 連絡調整にあたり必要となる技術基準（福岡市地下街基本方針）に関する事項 

 (３) その他地下街に関し必要な事項 

 

（組 織） 

第３条 協議会は，次に掲げる委員をもって組織する。ただし，必要に応じて臨時委員を

おくことができる。 

 

福岡県警察本部 交通部      交通規制課長 

   〃    警備部      警備課長 

福 岡 市   道路下水道局   管理部長 

  〃     住宅都市局    建築指導部長 

  〃     消防局      予防部長 

  〃     市民局      生活安全・危機対策部長 

  〃     住宅都市局    都市づくり推進部長 

 

第４条 前条に掲げる者のほか，鉄道事業者をオブザーバーとすることができる。（ただ

し，駅との接続や当該鉄道事業者の財産の貸付け，譲渡又は交換に係わる場合に限る。） 

 

（会 長） 

第５条 協議会に会長を置き，福岡市住宅都市局都市づくり推進部長をもって充てる。 

  ２ 会長は，会務を総理する。 

  ３ 会長に事故があるときは，会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 

（会 議） 

第６条 協議会の協議は，会長が必要があると認めるときに招集し，会長が議長となる。 

（幹事会） 
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第７条 協議会に幹事会を置く。 

  ２ 幹事会は，次に掲げる幹事をもって組織し，必要に応じて臨時幹事及びオブザー

バー（鉄道事業者）を置くことができる。 

 

   福岡県警察本部  交通部交通規制課長補佐 

      〃     警備部警備課課長補佐 

   福  岡  市  道路下水道局管理部路政課長 

      〃     住宅都市局建築指導部建築指導課長 

      〃         〃     建築審査課長 

      〃     消防局予防部指導課長 

      〃     市民局生活安全・危機対策部防災・危機管理課長 

      〃     住宅都市局都市づくり推進部都心再生課長 

 

  ３ 幹事会においては，協議会の協議事項について，事前に検討又は調整を行う。 

  ４ 協議事項のうち，次の事項については，協議会に代わって幹事会で協議すること

ができる。 

   (１) 地下街の 3,000 ㎡未満の新増設に係る概要協議に関する事項 

   (２) 地下街の新増設に係る詳細協議（または同程度の内容）に関する事項 

   (３) 階段，通路等の位置及び幅員の変更，階段の増設又は撤去に関する事項 

   (４) 他の建築物及び地下駅との接続に関する事項 

   (５) 店舗等の区画の変更，撤去並びに軽微な増設に関する事項 

   (６) その他これらに類する軽易な変更 

  ５ 幹事会に代表幹事を置き，福岡市住宅都市局都市づくり推進部都心再生課長をも

って充てる。 

  ６ 幹事会の会議は必要に応じ代表幹事が招集する。 

 

（庶 務） 

第８条 協議会の庶務は，福岡市住宅都市局都市づくり推進部都心再生課において処理す

る。 

 

（委 任） 

第９条 この要領に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

  この要領は，平成 18 年 12 月 15 日から施行する。 
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福岡市地下街基本方針 

平成１９年 1 月 15 日 制定 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この基本方針は，地下街の防災性並びに歩行者の安全と円滑な通行の確保及び向

上に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この基本方針において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号の定めるとこ

ろによる。 

(１) 地下街 道路又は駅前広場（建設中の道路又は駅前広場を含む。以下同じ。）の

区域内にあって，公共地下歩道等と公共地下歩道に面して設けられる店舗等が一

体となった地下施設（公共地下駐車場が併設されている場合には，当該公共地下

駐車場を含む。）をいう。ただし，公共地下歩道に面して設けられるものが，次の

各号に掲げるもののみの場合は，地下街として扱わないものとする。 

① 機械室等もっぱら公共地下歩道等の管理運営のためのもの。 

②  臨時的又は簡易な構造のもの。 

(２) 公共地下歩道 道路又は駅前広場の区域内にあり，公共の用に供されている地

下通路をいう。 

(３) 公共地下歩道等 道路又は駅前広場の区域内にあり，公共の用に供されている

地下通路，広場及び階段等をいう。 

(４) 店舗等 店舗，事務所等をいう。 

 

（適用） 

第３条 地下街を新築，増築又は改修（既設地下街における全体の面積の変更を伴わない

区画の変更または用途の変更をいう。）をする場合，地下街を相互に接続又は地下街と

他の施設と接続しようとする場合及び地下街の管理については，建築基準法，消防法，

福岡市福祉のまちづくり条例その他の関係法令の定めるところによるほか，この基本方

針による。 

２ この基本方針の規定を満たさない部分を有する地下街については，極力改善措置を

講じさせるほか，特に，この基本方針に適合するものとして増設（他の地下街又は他

の建築物の地下階と接続する場合を含む。）を認める場合には，既設部分についても

所用の改善措置を講じさせるものとする。 

 

第２章 地下街の新設及び増設に関する基準 

 第１節 地下街の計画 

（新設，増設の計画） 

第４条 地下街の設置は，駐車場整備地区若しくは自動車発着数及び駐車場需要の増加が
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著しい駅前広場における公共地下駐車場又は商業地域内の地上交通が著しく輻輳する

地区において鉄道の主要駅，主要バスターミナルなどの主要交通施設相互間若しくはそ

れらと周辺を連絡する公共地下歩道で，(１)から(３)までの要件を満たすものを併せて

建設するものであり，かつ，これらの公共地下駐車場又は公共地下歩道の管理の万全と

利用効率の向上を図る等のためには地下街の設置が必要やむを得ない場合に限るもの

とする。 

(１) 道路又は駅前広場であって，土地の高度利用を図るためその立体整備が必要と

認められるものの区域に係るものであること。 

(２) 地上交通の安全と円滑を図るため，緊急に整備する必要があるものであること。 

(３) 当該地域の状況から，道路等の区域外又は上空に設けることが著しく困難又は

不適当であること。 

 

（他の計画との整合） 

第５条 地下街の計画は，当該地区及び周辺地域の用途地域等の都市計画に合致したもの

であり，都市施設及び市街地開発事業に関する計画に適合し，かつ，それらの長期構想

に支障を及ぼすおそれのないものとする。 

２ 公共地下駐車場又は公共地下歩道等は，都市計画として決定し，第 7 条の規定に該

当する者が，都市計画事業として一体で整備することを基本とする。 

３ 公共地下歩道等及び公共地下駐車場の配置及び構造は，道路又は駅前広場の計画と

調和し，一体として構成され，その機能を十分発揮するよう計画するとともに，それ

らの規模は，当該地域の長期的な開発整備の見通しに基づき計画するものとする。 

 

（計画内容） 

第６条 地下街の規模は，次の各号に規定する範囲内で公共地下歩道等又は公共地下駐車

場を適正に管理し，利用するのに必要最小限のものとする。ただし，地下街の規模を算

定するに当たって，「公共地下歩道」には地下広場，地上への避難階段及び歩行者支援

施設を含み店舗内通路を含まないものとする。 

(１) 公共地下駐車場を併設する地下街にあっては，公共地下駐車場の部分を除く地

下街の延べ面積は，公共地下駐車場の部分の延べ面積を超えないこと。 

(２) 地下街の店舗等（地下街の公共地下駐車場の部分又は附置義務駐車場及び公共

地下歩道を除いた部分をいう。）の延べ面積は，公共地下歩道等の延べ面積を超え

ないこと。 

ただし，公共地下歩道及び店舗双方に必要な管理運営施設並びに地下歩道利用

者の利便性，快適性を向上させる公共サービス施設については，安全上支障がな

いと認められる場合には，当該施設の面積を店舗等の延べ面積から除外できるも

のとする。 

 

（事業主体） 

第７条 地下街の設置者及び管理者（以下「事業者」という。）は，次の各号に該当する者

でなければならない。 
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(１) 地下街の設置及び管理に関し，確実かつ適正な計画を有するものであること。 

(２) 地下街の設置及び管理を適正に遂行するにたる十分な資金計画，安定した経営

基盤，技術能力及び管理能力を有するものであること。 

２ 地下街の事業者は，原則として国，福岡県及び福岡市又はこれに準ずる公法人（駅

前広場に設ける地下街にあっては，当該駅前広場に係る鉄道事業又はバスターミナル

事業を営む法人を含む。）又はこれらからおおむね３分の１以上の出資を受けている

法人でなければならない。ただし，公共主体の出資が３分の１を下回る場合にあって

も，地下街連絡協議会において，地下街の適正な設置及び管理を十分確保し得る措置

が講じられていると認められるときは，この限りでない。 

 

第２節 公共地下歩道等 

（公共地下歩道等） 

第８条 公共地下歩道等は，次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

(１) 公共地下歩道等の配置等地下街の全体計画は，利用者の利便性及び緊急時の避

難の容易さを考慮した簡明な形状とすること。 

(２) 公共地下歩道の幅員は，次の計算式によって定めるものとし，その数値が５メ

ートルに満たない場合には，５メートル以上とすること。ただし，公衆便所，機

械室，防災センター等への通路については，この限りでない。 

Ｗ＝Ｐ／１，６００+Ｆ 

ただし， Ｗ：公共地下歩道の有効幅員（メートル） 

Ｐ：当該地域の開発整備状況の予測等を考慮したおよそ 20 年後の予想最大１

時間あたり歩行者数（人）（店舗等又は公共地下駐車場により誘発される歩

行者数及び他の建築物の地下階と接続する場合には，それにより誘発され

る歩行者数を含めること。） 

Ｆ：２メートルの余裕幅員 

(３) 地上に通ずる階段の有効幅員は，1.5 メートル以上とすること。 

(４) 地上に通ずる階段の出口，給排気孔等の地上に設ける工作物は極力道路区域外

に設け，やむを得ず道路区域内に設ける場合には，地上の交通及び景観等に支障

を与えないよう配慮することとし，これらを歩道内に設ける場合には，原則とし

て３メートル以上の残幅員を確保すること。 

(５) 地上に通ずる階段の出口，給排気孔等の地上に設ける工作物は，浸水対策のた

めの止水板等を設けること。 

(６) 原則として公共地下歩道の端部及び公共地下歩道のすべての部分からの歩行距

離が 50 メートル以内となる位置に，防災上有効な地下広場を設けること。 

なお，地下街を増設する場合にあっては，既存部分との接続部は，公共地下歩

道の端部とみなすものとする。 

(７) 地下広場には，当該地下広場が分担する店舗等の床面積に応じて，防災上必要

な排煙，採光等のための処置を講じ，かつ直接地上へ通ずる２以上の階段を設け

ること。 
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（地下街と他の施設との接続） 

第９条 地下街と他の建築物の地下階とは，公共性があり，十分な安全性が確保される場

合に限り接続を認めるものとする。 

２ 地下街と他の建築物の地下階とを接続する場合は，次の各号に掲げる基準を満たさ

なければならない。ただし，防災上支障ないと認められるときは，この限りでない。 

(１) 接続部の構造は，建築物側の部分に直接地上に通ずる避難上有効な階段及び附

室を設け，その附室を介して地下街と接続するものとする。又，地下街側の部分

に非常時自動降下するシャッター，又は直接地上に通ずる階段の設置等の避難上

の安全措置を講じるものとする（附室が直接地下道に接する場合を除く。）。 

(２) 当該建築物の地下街と接続する階は，建築基準法施行令第 128 条の３第５項に

規定する区画をしなければならない。この場合において，「地下街」とあるのは「地

下街と接続する階」と読み替えるものとする。 

(３) 当該建築物と地下街とは，非常時に同時通話できる通信設備を設けなければな

らない。 

(４) 前３号の階段及び，新たに接続することとなる建築物の地上開口部等の地上に

設ける工作物には，浸水対策のため止水板等を設けなければならない。 

３ 前項第１号の附室は，次の各号に掲げる構造としなければならない｡ 

(１) 排煙設備（建築基準法施行令第 123 条第３項第１号に規定する構造又はそれと

同等以上の性能を有するものに限る。）を設けること。 

(２) 附室から地下街又は建築物に通ずる出入口の部分を除き，建築基準法第２条第

１項第７号に規定する耐火構造（以下「耐火構造」という。）の壁で囲むこと。 

(３) 天井及び壁の室内に面する部分は，仕上げを不燃材料で行い，かつ，その下地

を不燃材料で造ること。 

(４) 第２号の出入口には，それぞれ建築基準法施行令第 112 条第１項及び第 14 項第

２号に規定する特定防火設備（以下「特定防火設備」という。）を設けること。 

(５) 接続した場合においても，全体として前条第１項第１号の条件を満足するもの

であること。 

４ 地下街と地下駅（地下に設けるバスターミナルを含む。）とを一体として，あるい

は接続して設置する場合には，次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

(１) 地下街と地下駅相互の防災センター間において同時に通話できる設備を設ける

こと。 

(２) 地下街と地下駅の利用者の流れを考慮し，円滑な通行を確保できるよう公共地

下歩道を配置すること。 

(３) 地下街と地下駅とは防火区画により緊急時に完全に遮断できる構造とすること。

この場合，地下駅より直接地上へ通ずる２以上の階段を確保すること。 

 

（荷さばき所） 

第 10 条 駐車場の有無に関わらず，地上の交通に支障を与えない場所に荷さばき場を設け

ること。 
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（防災センター） 

第 11 条 地下街全体の状況を把握しやすい位置に，他の部分と防火区画がなされ，かつ，

地上から容易に出入りできる構造の防災センターを設けること。なお，一団の地下街で

その管理が二以上の者にわたる場合にあっては，当該一団の地下の防災管理が一の防災

センターで行えるよう中央防災センターを設けること。ただし，各防災センター間の相

互連携機能を持たせるなど，地下街連絡協議会で認める措置がなされる場合は，この限

りでない。 

２ 地下街には，防災センターと消防機関，警察機関及びガス事業者（ガスを使用しな

い地下街にあってはガス事業者を除く。）との間で即時に通話できる設備を設けること。 

 

（地下街駐車場と地下街の他の部分との接続） 

第 12 条 地下駐車場とその他の部分とは，耐火構造の壁又は床で区画するものとし，開口

部を設ける場合には，特別避難階段又はそれと同等以上の防火，防煙性能を有する施設

を設けるものとする。なお，地下駐車場には，地下街の他の部分を通過することなく直

接地上へ通ずる２以上の階段を設けること。  

 

（地下街の配置） 

第 13 条 地下街の階層は，一層に限るものとする。ただし，駐車場，機械室，荷さばき場，

倉庫及び消火用貯水槽については，この限りでない。 

 

第３節 設備等 

（設備等） 

第 14 条 設備等は，次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

(１) 地上と無線交信が可能な無線通信補助設備を設けること。 

(２) 原則としてすべての部分を対象として，以下に列記する消防用設備を設けるこ

と。 

ア スプリンクラー設備 

イ 自動火災報知設備 

ウ 連結送水管 

エ 屋内消火栓設備 

オ 放送設備 

カ 排煙設備 

キ 非常コンセント設備 

ク 誘導灯 

ケ 水噴霧消火設備等 

２ 非常電源設備として，保安上必要な電力が供給できる蓄電池設備又は自家発電設備

を設けること。 

３ 地下街の消防用設備等及びその他の設備は，地震，火災，水害などの災害に対して

十分な措置を講ずること。 
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（空調設備） 

第 15 条 地下街の空気調和設備は，公共地下歩道等の部分と店舗等の部分とを別系統とす

ること。 

 

（店舗等の制限） 

第 16 条 地下街の通路，階段，店舗等の内装は，下地，仕上げとも建築基準法第２条第１

項第９号に規定する不燃材料を用いること。 

２ 広告物，装飾品は，建築基準法施行令第１条第１項第６号に規定する難燃材料以上

又はこれと同等以上の難燃性能を有する材料を用いること。 

３ 地下街には，次の各号に掲げる営業内容の店舗を設けないこと。 

(１) 大型の商品を取り扱うもの等公共地下歩道の一般歩行者の通行に支障を及ぼす

おそれのあるもの。 

(２) 爆発性の物件若しくは悪臭，騒音を発生する物件を保管し，又は設置し，公共

地下歩道の一般歩行者に危害を及ぼし，又は不快の感を与えるおそれのあるもの。 

(３) 風俗営業等公共地下歩道の風紀を損なうおそれのあるもの。 

(４) 宿泊施設，興業場等地下街に設けることが適切でないもの。 

 

（火気の制限及び火気使用店舗の配置） 

第 17 条 店舗等においては，原則として裸火を使用してはならない。ただし，都市ガス等

を配管方式で使用する場合で火気を使用する部分とその他の部分とを防火区画し，かつ，

火気使用部分の周辺を防火上有効な構造とした場合は，この限りでない。 

２ 火気を使用する店舗等は，他の店舗等と防火区画された区域に集中配置しなければ

ならない。ただし，福岡市地下街連絡協議会で，防災上支障がないと認めた場合は，

この限りではない。 

 

（ガス保安対策） 

第 18 条 地下街においてガスを使用する場合には，次の各号に掲げる基準を満たすものと

する。 

(１) 地下街に設置する燃焼器は，金属管，金属可とう管又は強化ガスホースを用い

てガス栓と接続すること。ただし，移動式燃焼器（強制給排気式ストーブを含む）

にあたっては，ゴム管（両端に迅速継手の付いたもの又は過流出安全弁を内蔵す

るガス栓に接続するものに限る。）を用いて接続することができる。 

(２) 地下街に設置する燃焼器は，原則として，立ち消え安全装置付きのものとする

こと。 

(３) 地下街へのガスの引込管は必要最小限の本数とし，配管は単純化するとともに，

ガス管であることが容易に識別することができる識別措置を講ずること。 

(４) ガスの主要配管が天井裏等に設置される場合には，これらを保守管理するため

点検口を設けること。 

(５) 管理者等は，ガス保安対策について，関係者の教育及び訓練，ガス施設の保守

管理に関する事項並びに緊急時の措置に関する事項を管理規程に定めなければな
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らない。 

(６) 地下街には，防災センターで常時監視することができるガス漏れ（火災）警報

設備を設けることとし，ガス漏れが発生した場合には，その情報を防災センター

に集中するシステムとすること。 

(７) 地下街には，危急の場合に地下街へのガス供給を防災センターにおいて直ちに

しゃ断する事ができる緊急ガスしゃ断装置を設けること。 

 

第３章 地下街の管理 

（公共地下歩道等の管理） 

第 19 条 公共地下歩道等の管理においては，次の各号に掲げる基準を満たすものとする。 

(１) 避難上支障となるおそれのあるものを設けないこと。 

(２) 歩行者の案内及び避難上に必要なわかりやすい案内板及び地図等を設けること。 

(３) 誘導灯及び歩行者の案内のための設備の視認性を妨げる広告等は設けないこと。 

 

（管理規程） 

第 20 条 地下街の設置者は，消防計画，駐車場管理等に関し，消防法，駐車場法などの定

めるところによるほか当該地下街の供用開始に先立って，地下街に関する管理規程につ

いて地下街連絡協議会と協議し，提出しなければならない。また，管理規程を変更する

場合も，同様とする。 

２ 管理規程には，次の各号に掲げる事項及びその他必要な事項を定めるものとする。 

(１) 公共地下歩道等に関する事項 

ア 供用時間等に関する事項 

イ 防災保安に関する事項 

ウ 維持補修に関する事項 

エ 広告等の掲出に関する事項 

オ 禁止すべき行為に関する事項（催事等に関する事項を含む） 

 (２) 店舗等に関する事項 

ア 営業等に関する事項 

イ 防災保安に関する事項 

ウ 保安衛生に関する事項 

エ 建物管理に関する事項 

 

（地下街台帳） 

第 21 条 地下街の管理者は，別途定める様式の地下街台帳を作成するものとする。 

 

附 則 

  この要綱は，平成 19 年 1 月 15 日から実施する。 

 

 

 

33



第３ 地下街 

 11 

（地下街と他の施設との接続） 

第９条 ２ 地下街と他の建築物の地下階とを接続する場合 

 （１） 接続部の構造は，建築物側の部分に直接地上に通ずる避難上有効な階段及び附室を設け，その附室を介して地

下街と接続するものとする。又，地下街側の部分に非常時自動降下するシャッター，又は直接地上に通ずる階段

の設置等の避難上の安全措置を講じるものとする（附室が直接地下道に接する場合を除く。）。 

第９条 ３ 附室の構造 

（１） 排煙設備を設けること。 

（２） 耐火構造の壁で囲むこと。 

（３）  天井及び壁の室内に面する部分は，仕上げを不燃材料で行い，かつ，その下地を不燃材料で造ること。 

(４)   出入口には，特定防火設備を設けること。 
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   静岡市地下道等の設置に関する指導要綱   

目 次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 事務手続（第３条・第４条） 

 第３章 設置基準 

  第１節 計画（第５条） 

  第２節 地下道（第６条－第16条） 

  第３節 地下道等の接続（第17条・第18条） 

  第４節 地下の構え等（第19条・第20条） 

  第５節 消防用設備等（第21条－第24条） 

  第６節 換気設備（第25条） 

  第７節 附帯施設（第26条・第27条） 

  第８節 店舗又は事務所等の制限（第28条－第30条） 

  第９節 維持管理（第31条－第33条） 

 附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築基準法（昭和25年法律第201号）、消防法（昭和23年法律第186号）、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）その他の関

係法令の定めるところによるほか、静岡市の区域において、地下道、地下街及び準地下街（以

下｢地下道等｣という。）を新設し、増設し、若しくは改築し、又は既設の地下道等を相互に接

続し、若しくは地下道等に建築物の地階を接続（以下「地下道等の設置等」という。）をする

場合の地下道等の構造、設備及び維持管理に関する基準を定めることにより、道路交通の円

滑化及び機能的な都市活動の確保を図るとともに、地域の安全を図り、もって地下道等の利

用者の生命、身体及び財産を災害から守ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）地下道 次のア又はイに掲げるものをいう。 

ア 一般歩行者の通行の用に供される地下工作物内の道であって、建築物の地階が接続す

るもの及び地下街又は準地下街を連絡するもの 

 1
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イ 建築物の地階にあって、事実上一般歩行者の通行の用に供されている通路 

（２）地下街 地下工作物内において、地下道に面して設けられた店舗又は事務所等と当該地

下道とが一体となったもので、道路、駅前広場その他の公共施設の区域内にあるものをい

う。 

（３）準地下街 次のアからウまでに掲げるものをいう。 

ア 建築物の地階が連続して地下道に面して設けられたものと当該地下道が一体となった

もの（第18条第２項又は第３項の規定に適合する建築物の地階の部分を除く｡） 

イ 第1号イに掲げる地下道とこれに面して設けられた店舗又は事務所等が一体となった

もの 

ウ 地下工作物内において、地下道に面して設けられた店舗又は事務所等と当該地下道と

が一体となったもので、道路、駅前広場その他の公共施設の区域外にあるもの（建築物

の地階の部分を除く｡） 

（４）地下の構え等 次のア又はイに掲げるものをいう。 

ア 地下工作物内において、地下道に面して設けられた店舗又は事務所等の一の用途又は

用途上不可分の関係にある２以上の用途に供する一の区画 

イ 地下道に面して設けられた一の建築物の地階（第18条第２項又は第３項の規定に適合

する建築物の地階の部分を除く｡） 

（５）特定防火設備 建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第112条第１項の規定による

特定防火設備であって、同条第14項第２号に規定する構造を有するものをいう。 

第２章 事務手続 

（地下道等の設置に係る協議） 

第３条 地下道等の設置をしようとする者は、あらかじめ、次章に規定する設置基準の適合性

について、静岡市地下道等連絡協議会（以下「協議会」という。）に協議するものとする。 

２ 前項の協議は、次に定める方法により行うものとする。 

地下道等を設置しようとする者は、地下道等の設置に関する協議書（様式第１号）に次

に掲げる図書を添付して、協議会に提出するものとする。 

ア 計画書（Ａ４を原則とする。） 

イ 位置図（縮尺が１万分の１までの程度であるもの） 

ウ 地下道等の全体計画（縮尺が50分の１から500分の１までの程度であるもの） 

エ 建築物の地階及び1階の平面図（縮尺が50分の１から500分の１までの程度であるもの） 

オ 附室、階段等の詳細図（縮尺が50分の１から500分の１までの程度であるもの） 
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カ 配置図（縮尺が50分の１から500分の１までの程度であるもの） 

キ 立面図（縮尺が50分の１から500分の１までの程度であるもの） 

ク 断面図（縮尺が50分の１から500分の１までの程度であるもの） 

ケ 確認表（様式第２号） 

コ アからケまでに掲げるもののほか、協議会で必要と認める図書 

（回答） 

第４条 協議会は、前条の協議があった場合は、当該協議をした者に対し、その適否について、

必要に応じ意見を付して、回答するものとする。 

第３章 設置基準 

第１節 計画 

（地下道等の設置等に係る計画） 

第５条 地下道等の設置等に係る計画は、次に掲げる要件のいずれかを満たす地下道を併せて

建設するものでなければならない。 

（１）地上交通が著しく輻輳する地区において、鉄道の主要駅、主要バスターミナル等の主要

交通施設相互間又はそれらと周辺を連絡するために必要なものであること。 

（２）市街地開発事業等が完了し、又はその実施が見込まれ、かつ、都市計画上の観点からそ

の立体的整備が必要と認められる区域内にあること。 

（３）交通の安全と円滑を図るため、緊急に整備する必要のあるものであること。 

（４）当該地域の状況又は交流の状況から道路等の区域外又は上空に設けることが著しく困難

又は不適当と認められること。 

２ 建築物の地階と地下道等との接続は、地下道の管理及び利用率の向上を図るため、その接

続が必要であると認められるものでなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、地下道等の設置等に係る計画は、当該地域の土地利用、市街

地開発事業及び道路、公園、上下水道等の整備状況を勘案するとともに、それらに関する都

市計画に適合し、かつ、それらの長期的な構想に支障を及ぼすおそれのないものでなければ

ならない。 

第２節 地下道 

（地下道の平面及び縦断形状） 

第６条 地下道は、利用者の利便及び緊急時の避難の容易さを考慮した簡明な形状とし、次の

各号に定めるところによるものとする。 

（１）交差部を除き、原則として鋭角の屈曲部がないこと。 
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（２）出入口の部分を除き、原則として段又は20分の１を超えるこう配がないこと。 

（３）突出部は原則として設けないこととし、やむを得ず設ける場合には、その突出部及び周

辺の地下道の有効幅員には、十分な余裕をおくこと。 

（地下道の有効幅員） 

第７条 地下道の有効幅員は、次式で算定した数値以上とする。 

Ｗ＝（Ｐ／1600）＋Ｆ 

２ 前項の算式における次に掲げる用語の意義は、次のとおりとする。 

（１）Ｗ 地下道の有効幅員（単位：メートル） 

（２）Ｐ 当該地下道の20年後に予想される１時間当たりの最大の歩行者の数（地下街又は準

地下街の店舗若しくは事務所等又は接続する建築物の地階によって誘発される歩行者の数

を含む｡）（単位：人） 

（３）Ｆ 地下道に面する店舗又は事務所等がある場合は２、その他の場合は１ 

３ 第１項の規定により算定した数値が次の各号に掲げる地下道等の区分に応じ当該各号に定

める数値を下回る場合は、同項の規定にかかわらず、地下道の有効幅員は当該数値以上とす

る。 

（１）地下街にあるもの又は準地下街にあって地下の構え等が両側にあるもの ６メートル

（２）準地下街にあって地下の構え等が片側のみにあるもの ５メートル 

（３）次のア又はイに掲げるもの ４メートル 

ア 地下街又は準地下街を相互に連絡するもの 

イ 建築物の地階（第18条第２項又は第３項の規定に適合する建築物の地階若しくはその

地階の部分を除く｡）に接続するもの 

（４）前３号に定めるもの以外のもの 2.5メートル 

（地下道の天井の高さ） 

第８条 地下道の天井の高さは、地下街又は準地下街にあっては３メートル以上、その他にあ

っては2.5メートル以上とする。 

（地下道の末端の出入口の幅員） 

第９条 地下道の末端には、地上に直接通ずる出入口を設けるものとし、その幅員（末端に出

入口が２以上あるときは、それぞれの出入口の幅員の合計）は、次の各号に定めるところに

よるものとする。 

（１）地下街又は準地下街にある地下道にあっては、当該地下道の幅員以上であること。 

（２）前号の地下道以外の地下道にあっては、第７条の規定により当該地下道に必要とされる
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有効幅員以上であること。 

（地下道の内装） 

第10条 地下道の内装は、仕上げ及び下地のいずれも不燃材料を用いるものとする。 

（地下道の非常用照明設備） 

第11条 地下道には、地下街の各構えに接する地下道に設ける非常用の照明設備、排煙設備及

び排水設備の構造を定める件（昭和44年建設省告示第1730号。以下「告示」という。）第１の

規定に適合する非常用の照明設備を設けるものとする。 

（地下道の排煙設備） 

第12条 地下街又は準地下街にある地下道には、告示第２の規定に適合する排煙設備を設ける

ものとする。 

（地下道の排水設備) 

第13条 地下街又は準地下街にある地下道には、告示第３の規定に適合する排水設備を設ける

ものとする。 

２ 前項の地下道以外の地下道には、流入する雨水及び地下水などの排水処理を自然排水によ

り行うことが困難である場合は、機械排水設備を設けるものとする。 

（地上への直通階段） 

第14条 地下道には、地上への直通階段（避難上安全な地上の道路、公園、広場等に通ずるも

のに限る。以下同じ。）を設けるものとし、地下道の各部分から当該直通階段までの距離は、

30メートル以下とする。 

２ 前項の規定による地上への直通階段は、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）地下の構え等の出入口から３メートル以上離れていること。 

（２）有効幅員は、原則として1.5メートル以上とすること。 

（３）けあげの高さは、15センチメートル以下とし、踏面の幅は、30センチメートル以上とす

ること。 

（４）階段の出入口を地上の歩道に設ける場合には、原則として３メートル以上の歩道部（公

開空地等を含む｡）を確保すること。 

（地下広場等） 

第15条 地下街又は準地下街（第２条第３号イに掲げるものを除く｡）には、防災上有効な地下

広場を、地下道の各部分から当該地下広場までの距離が50メートル以下である位置に設ける

ものとし、その地下広場は、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）地下広場の延べ面積は、その地下広場が分担する地下街の面積に相応した大きさとする
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こと。 

（２）防災上必要な排煙、採光等のための吹抜けを設けること。 

（３）前条第２項の規定に適合する地上への直通階段を、原則として２以上設けること。 

２ 地下街又は準地下街に接続している地下道（地下街又は準地下街にあるもの以外のもので

その延長が150メートルを超えるものに限る。以下この項において同じ｡）及び建築物の地階

に接続している地下道には、防災上必要な排煙、採光等のための吹抜けを、当該地下道の各

部分からその当該吹抜けまでの距離が75メートル以下である位置に設けるものとする。 

（店舗又は事務所等の面積） 

第16条 地下街又は準地下街（第２条第３号イに掲げるものを除く｡）における店舗又は事務所

等の延べ面積は、原則として当該地下街又は準地下街における地下道の延べ面積を超えない

ものとする。 

第３節 地下道等の接続 

（地下道等の相互の接続） 

第17条 地下道等が相互に接続する場合で、次の各号のいずれかに該当するときは、当該地下

道等は、それぞれ別の地下道等とみなす。 

（１）地下街又は準地下街が、地下道（地下街又は準地下街にあるものを除く｡）によって相互

に接続されており、当該地下道の延長が40メートル以上のもの又は当該地下道の延長が20

メートル以上であって、かつ、当該地下道と地下街又は準地下街との接続部が特定防火設

備で区画されているもの 

（２）地下道（地下街又は準地下街にあるものを除く｡）が地下街又は準地下街と接続する場合

であって、次のア又はイに該当するもの 

ア 接続部に第15条第１項各号の規定に適合する地下広場が設けられているもの 

イ 接続部が特定防火設備で区画されており、かつ、その部分に地上への直通階段（地下

道の幅員以上の幅員（２以上の直通階段がある場合にはその幅員の合計）を有するもの

に限る｡）及び排煙口若しくは排煙設備が設けられているもの 

（地下道等と建築物の地階の接続） 

第18条 建築物の地階が地下街にある地下道と接続する場合の接続部は、次の各号に定めると

ころによるものとする。 

（１）建築物の地階側に附室（耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画されているも

のに限る｡）を設けることとし、その附室は、地上への直通階段及び排煙設備を有すること。 

（２）地下道側には、吹抜け又は排煙設備を有する地上への直通階段を設けること。 
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２ 建築物の地階（床面積が500平方メートルを超えるものに限る｡）が地下道（地下街にある

ものを除く。次項において同じ｡）と接続する場合の接続部は、前項の規定又は｢特定防火対

象物の地階と地下街とが一体をなす場合の判定基準及び指定方法について｣（昭和50年３月11

日付け消防安第32号消防庁通達。以下｢判定基準｣という｡）第１の１から５の基準に適合させ

るものとする。 

３ 建築物の地階（床面積が500平方メートル以下のものに限る｡）が地下道との接続部は、第

１項の規定又は判定基準第１の１から５の基準に適合させるよう努めるものとする。 

第４節 地下の構え等 

（地下の構え等の防火区画） 

第19条 地下の構え等と地下道は、耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画するもの

とする。 

２ 地下の構え等と他の地下の構え等は、耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画す

るものとする。 

（地下の構え等の内装） 

第20条 地下の構え等の内装は、仕上げ及び下地に不燃材料を用いるものとし、看板、広告物、

装飾品、陳列台等は、不燃性材料を用いるよう努めるものとする。 

第５節 消防用設備等 

（地下街又は準地下街における消防用設備等） 

第21条 地下街又は準地下街には、消防法の規定により、消防用設備等（消防法第17条第１項

に規定するもの）を設けるものとする。 

２ 準地下街のうち地下の構え等に面する地下道であって通行の用に供される部分には、スプ

リンクラー設備のスプリンクラーヘッド及び自動火災報知設備の感知器を設置するものとす

る。 

（建築物の地階、地下道等を相互に結ぶ放送設備） 

第22条 建築物の地階、地下道等が相互に接続する場合であって、次に掲げるときには、接続

するそれぞれの施設を相互に結ぶ一体の放送設備（消防法施行令（昭和36年政令第37号）第

７条第３項第４号ハに掲げるもの）を設けるものとする。 

（１）一団の地下街又は準地下街が２以上近接している場合 

（２）地下道（地下街又は準地下街にあるものを除く。次号において同じ｡）又は建築物の地階

が、地下街又は準地下街と接続する場合 

（３）建築物の地階（床面積が500平方メートルを超えるものに限る｡）が地下道と接続する場
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合 

（防災センター） 

第23条 地下街又は準地下街には、当該地下街又は準地下街の全体の状況を把握しやすい位置

に、他の部分と完全に防火、防煙区画がなされ、かつ、地上から容易に出入りできる構造の

防災センターを設けるものとする。 

２ 一団の地下街又は準地下街の管理を２以上の者が行う場合は、当該一団の地下街又は準地

下街の防災管理を行う中央防災センターを設けるものとする。 

３ 防災センター又は中央防災センターには、消防機関、警察機関及びガス事業者（ガスを使

用しない地下街を除く｡）との間で即時に通話できる設備を設けるものとする。 

４ 一団の地下街又は準地下街が２以上近接している場合は、それぞれの防災センター又は中

央防災センター相互を連絡する緊急通話設備を設けるものとする。 

（地下道の避難口誘導灯及び通路誘導灯） 

第24条 地下道（地下街又は準地下街にあるもの以外のものであって、延長が100メートルを超

えるものに限る｡）には、階段その他の避難上の設備がある場所に、避難口誘導灯及び通路誘

導灯（非常用電源を附置したものに限る｡）を設けるものとする。 

第６節 換気設備 

第25条 地下街又は準地下街には、建築基準法施行令第129条の２の６第２項各号の規定に適合

する機械換気設備を設けるものとする。 

第７節 附帯施設 

（駐車場） 

第26条 公共地下駐車場を設けない地下街又は準地下街には、静岡市における建築物に附置す

る駐車施設に関する条例（平成15年静岡市条例第236号）の規定に基づく駐車施設を設置する

ものとする。この場合において、延べ面積については、地下街又は準地下街の全面積（当該

駐車施設の部分を除く｡）を延べ面積の算出対象とする。 

（荷さばき場） 

第27条 地下街又は準地下街には、地上の交通に支障を与えない場所に、荷さばき場を設ける

ものとする。ただし、準地下街にある建築物の地階で、地上の階から荷物の搬入及び搬出が

できる場合は、この限りでない。 

第８節 店舗又は事務所等の制限 

（店舗又は事務所等の用途の制限） 

第28条 地下街又は準地下街には、次に掲げる店舗又は事務所等を設けないものとする。 
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（１）大型の商品を取扱う等地下道の一般歩行者の通行に支障を及ぼすおそれのあるもの 

（２）爆発性を有する物件又は悪臭若しくは騒音を発生する物件を保管し、又は設置すること

により、地下道の一般歩行者に危害を及ぼし、又は不快の感を与えるおそれのあるもの 

（３）風俗営業等地下道等の風紀を損なうおそれのあるもの 

（４）宿泊施設、興業場等地下街に設けることが適切でないもの 

（火気を使用する店舗又は事務所等の配置） 

第29条 地下街にある店舗又は事務所等では、裸火を使用してはならない。ただし、都市ガス

等を配管方式で使用し、火気を使用する部分とその他の部分とを防火区画し、かつ、火気を

使用する部分の周辺を防火上有効な構造とした場合で、消防長又は消防署長が認めたものに

ついては、この限りでない。 

２ 準地下街にある店舗又は事務所等で裸火を使用する場合には、静岡市火災予防条例（平成

15年静岡市条例第286号）を準用するものとする。 

（ガス保安対策） 

第30条 地下街又は準地下街においてガスを使用する場合には、ガス事業法、消防法、建築基

準法その他の関係法令に定めるところによるほか、次に掲げる基準によるものとする。 

（１）地下街又は準地下街に設置する燃焼器は、金属管、金属可とう管又は強化ガスホースを

用いてガス栓と接続すること。ただし、移動式燃焼器（強制給排気式ストーブを含む。）に

あっては、ゴム管（両端に迅速継手の付いたもの又は過流安全弁を内蔵するガス栓に接続

するものに限る。）を用いて接続することができる。 

（２）地下街又は準地下街へのガスの引込管は、必要最小限の本数とし、配管は単純化すると

ともに、ガス管であることが容易に識別することができる識別措置を講ずること。 

（３）ガスの主要配管が天井裏等に設置される場合には、これらを保守管理するため点検口を

設けること。 

（４）地下街又は準地下街には、防災センターで常時監視することができるガス漏れ（火災）

警報設備を設けることとし、ガス漏れが発生した場合には、その情報を防災センターに集

中するシステムとすること。 

（５）地下街又は準地下街には、危急の場合に地下街又は準地下街へのガスの供給を防災セン

ターにおいて直ちに遮断することができる緊急ガス遮断装置を設けること。 

第９節 維持管理 

（見通しを妨げる広告物等の制限） 

第31条 地下道には、誘導灯及び案内板の見通しを妨げる広告物、看板等を設けないものとす
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る。 

（地下道の管理者） 

第32条 地下道（第２条第１号イに掲げるものを除く｡）は、国若しくは地方公共団体又はこれ

に準ずる機関が管理するものとする。 

（管理規程） 

第33条 地下街又は準地下街の設置者は、当該施設を使用するに先立ち、当該施設に関する管

理規程を定めるものとする。 

２ 前項の管理規程には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）地下道に関する事項 

ア 供用時間等に関する事項 

イ 防災及び保安に関する事項 

ウ 維持及び補修に関する事項 

エ 広告等の掲出に関する事項 

オ 禁止すべき行為に関する事項 

（２）店舗又は事務所等に関する事項 

ア 営業に関する事項 

イ 防災及び保安に関する事項 

ウ 保健衛生に関する事項 

エ 建物の管理に関する事項 

３ 地下街又は準地下街の設置者は、第１項の管理規程を定める場合には、あらかじめ、近接

又は隣接する地下街又は準地下街の管理者と協議するものとする。 

４ 地下街又は準地下街の設置者は、第１項の管理規程を定めた場合には遅滞なく協議会に届

け出るものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年11月９日から施行する。 

（既存の地下道等の取扱い） 

２ この要綱の施行の際、現に存する地下道等であって、この要綱の定める基準に適合しない

ものについては、当該地下道等を設置する者は、当該地下道等を、この要綱に定める基準に

適合させるため必要な改善を行うよう努めるものとする。 
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浜松市地下道等の設置に関する指導要綱 

目 次  

 第１章 総則（第１条・第２条）  

 第２章 事務手続（第３条・第４条）  

 第３章 設置基準  

  第１節 計画（第５条）  

  第２節 地下道（第６条－第１６条）  

  第３節 地下道等の接続（第１７条・第１８条）  

  第４節 地下の構え等（第１９条・第２０条）  

  第５節 消防用設備等（第２１条－第２４条）  

  第６節 換気設備（第２５条）  

  第７節 附帯施設（第２６条・第２７条）  

  第８節 店舗又は事務所等の制限（第２８条－第３０条）  

  第９節 維持管理（第３１条－第３３条）  

 附則 

 

第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法

律第１８６号）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年

法律第９１号）その他の関係法令の定めるところによるほか、浜松市の区域において、

地下道、地下街及び準地下街（以下｢地下道等｣という。）を新設し、増設し、若しくは

改築し、又は既設の地下道等を相互に接続し、若しくは地下道等に建築物の地階を接続

（以下「地下道等の設置等」という。）をする場合の地下道等の構造、設備及び維持管

理に関する基準を定めることにより、道路交通の円滑化及び機能的な都市活動の確保を

図るとともに、地域の安全を図り、もって地下道等の利用者の生命、身体及び財産を災

害から守ることを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 地下道 次のア又はイに掲げるものをいう。 

   ア 一般歩行者の通行の用に供される地下工作物内の道であって、建築物の地階が

接続するもの及び地下街又は準地下街を連絡するもの 

   イ 建築物の地階にあって、事実上一般歩行者の通行の用に供されている通路 
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(2) 地下街 地下の工作物内に設けられた店舗、事務所その他これらに類する施設で、

連続して地下道に設けられたものとその地下道とをあわせたものをいう。 

(3) 準地下街 建築物の地階（地下街の各階を除く。）で、連続して地下道に面して設

けられたものと当該地下道とを合わせたものをいう。 

 (4) 地下の構え等 次のア又はイに掲げるものをいう。  

   ア 地下工作物内において、地下道に面して設けられた店舗又は事務所等の一の用

途又は用途上不可分の関係にある２以上の用途に供する一の区画  

   イ 地下道に面して設けられた一の建築物の地階（第１８条第３号の規定に適合す

る建築物の地階の部分を除く｡） 

 (5) 特定防火設備 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１１２条第１項

の規定による特定防火設備であって、同条第１４項第２号に規定する構造を有するも

のをいう。 

 

第２章 事務手続 

 

 （地下道等の設置に係る協議） 

第３条 地下道等の設置をしようとする者は、あらかじめ、次章に規定する設置基準の適

合性について、浜松市地下道等連絡協議会（以下「協議会」という。）に協議するもの

とする。 

２ 地下道等を設置しようとする者は、地下道等の設置に関する協議書（様式第１号）に

次に掲げる図書を添付して、協議会に提出するものとする。 

ア 計画書（Ａ４を原則とする。）  

イ 位置図（縮尺が１万分の１までの程度であるもの）  

ウ 地下道等の全体計画（縮尺が５０分の１から５００分の１までの程度であるも

の） 

エ 建築物の地階及び１階の平面図（縮尺が５０分の１から５００分の１までの程度

であるもの） 

  オ 附室、階段等の詳細図（縮尺が５０分の１から５００分の１までの程度であるも

の） 

  カ 配置図（縮尺が５０分の１から５００分の１までの程度であるもの） 

  キ 立面図（縮尺が５０分の１から５００分の１までの程度であるもの） 

  ク 断面図（縮尺が５０分の１から５００分の１までの程度であるもの） 

  ケ 確認表（様式第２号） 

コ アからケまでに掲げるもののほか、協議会で必要と認める図書 

  

（回答） 
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第４条 協議会は、前条の協議があった場合は、当該協議をした者に対し、その適否につ

いて、必要に応じ意見を付して、回答するものとする。 

 

第３章 設置基準 

 

   第１節 計画 

 

（地下道等の設置等に係る計画） 

第５条 地下道等の設置等に係る計画は、次に掲げる要件のいずれかを満たす地下道を併

せて建設するものでなければならない。 

 (1) 地上交通が著しく輻輳する地区において、鉄道の主要駅、主要バスターミナル等の

主要交通施設相互間又はそれらと周辺を連絡するために必要なものであること。 

 (2) 市街地開発事業等が完了し、又はその実施が見込まれ、かつ、都市計画上の観点か

らその立体的整備が必要と認められる区域内にあること。  

 (3) 地上交通の安全と円滑を図るため、緊急に整備する必要のあるものであること。  

 (4) 当該地域の状況又は交流の状況から道路等の区域外又は上空に設けることが著しく

困難又は不適当と認められること。  

２ 建築物の地階と地下道等との接続は、地下道の管理及び利用率の向上を図るため、そ

の接続が必要であると認められるものでなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、地下道等の設置等に係る計画は、当該地域の土地利用、

市街地開発事業及び道路、公園、上下水道等の整備状況を勘案するとともに、それらに

関する都市計画に適合し、かつ、それらの長期的な構想に支障を及ぼすおそれのないも

のでなければならない。 

 

第２節 地下道 

 

 （地下道の平面及び縦断形状） 

第６条 地下道は、利用者の利便及び緊急時の避難の容易さを考慮した簡明な形状とし、

次の各号に定めるところによるものとする。 

 (1) 交差部を除き、原則として鋭角の屈曲部がないこと。 

 (2) 出入口の部分を除き、原則として段又は２０分の１を超えるこう配がないこと。 

 (3) 突出部は原則として設けないこととし、やむを得ず設ける場合には、その突出部及

び周辺の地下道の有効幅員には、十分な余裕をおくこと。 

 

 （地下道の有効幅員） 

第７条 地下道の有効幅員は、次式で算定した数値以上とする。  
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  Ｗ＝（Ｐ／１６００）＋Ｆ  

２ 前項の算式における次に掲げる用語の意義は、次のとおりとする。  

 (1) Ｗ 地下道の有効幅員（単位：メートル） 

 (2) Ｐ 当該地下道の２０年後に予想される１時間当たりの最大の歩行者の数（地下街

又は準地下街の店舗若しくは事務所等又は接続する建築物の地階によって誘発される

歩行者の数を含む｡）（単位：人）  

 (3) Ｆ 地下道に面する店舗又は事務所等がある場合は２、その他の場合は１ 

３ 第１項の規定により算定した数値が次の各号に掲げる地下道等の区分に応じ当該各号

に定める数値を下回る場合は、同項の規定にかかわらず、地下道の有効幅員は当該数値

以上とする。 

 (1) 地下街にあるもの又は準地下街にあって地下の構え等が両側にあるもの ６メート

ル 

 (2) 準地下街にあって地下の構え等が片側のみにあるもの ５メートル 

 (3) 次のア又はイに掲げるもの ４メートル  

  ア 地下街又は準地下街を相互に連絡するもの  

  イ 建築物の地階（第１８条第３号の規定に適合する建築物の地階若しくはその地階

の部分を除く｡）に接続するもの 

 (4) 前３号に定めるもの以外のもの ２.５メートル 

 

 （地下道の天井の高さ） 

第８条 地下道の天井の高さは、地下街又は準地下街にあっては３メートル以上、その他

にあっては２.５メートル以上とする。 

 

 （地下道の末端の出入口の幅員） 

第９条 地下道の末端には、地上に直接通ずる出入口を設けるものとし、その幅員（末端

に出入口が２以上あるときは、それぞれの出入口の幅員の合計）は、次の各号に定める

ところによるものとする。  

 (1) 地下街又は準地下街にある地下道にあっては、当該地下道の幅員以上であること。  

 (2) 前号の地下道以外の地下道にあっては、第７条の規定により当該地下道に必要とさ

れる有効幅員以上であること。 

 

 （地下道の内装） 

第１０条 地下道の内装は、仕上げ及び下地のいずれも不燃材料を用いるものとする。 

 

 （地下道の非常用照明設備） 

第１１条 地下道には、地下街の各構えに接する地下道に設ける非常用の照明設備、排煙
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設備及び排水設備の構造を定める件（昭和４４年建設省告示第１７３０号。以下「告

示」という。）第１の規定に適合する非常用の照明設備を設けるものとする。 

 

 （地下道の排煙設備） 

第１２条 地下街又は準地下街にある地下道には、告示第２の規定に適合する排煙設備を

設けるものとする。 

 

 （地下道の排水設備） 

第１３条 地下街又は準地下街にある地下道には、告示第３の規定に適合する排水設備を

設けるものとする。  

２ 前項の地下道以外の地下道には、流入する雨水及び地下水などの排水処理を自然排水

により行うことが困難である場合は、機械排水設備を設けるものとする。 

 

 （地上への直通階段） 

第１４条 地下道には、地上への直通階段（避難上安全な地上の道路、公園、広場等に通

ずるものに限る。以下同じ。）を設けるものとし、各部分からその一に至る歩行距離は、

３０メートル以下とする。 

２ 前項の規定による地上への直通階段は、次の各号に定めるところによるものとする。 

 (1) 地下の構え等の出入口から３メートル以上離れていること。 

 (2) 有効幅員は、原則として１．５メートル以上とすること。 

 (3) けあげの高さは、１５センチメートル以下とし、踏面の幅は、３０センチメートル

以上とすること。 

 (4) 階段の出入口を地上の歩道に設ける場合には、原則として３メートル以上の歩道部

（公開空地等を含む｡）を確保すること。 

 

 （地下広場等） 

第１５条 地下街又は準地下街（地下道の延長が５０メートルを超えるものに限る｡）に

は、防災上有効な地下広場を、地下道の端部及び地下道の各部分からの歩行距離が５０

メートル以下である位置に設けるものとし、その地下広場は、次の各号に定めるところ

によるものとする。 

 (1) 地下広場の延べ面積は、その地下広場が分担する地下街の面積に相応した大きさと

すること。 

 (2) 防災上必要な排煙、採光等のための吹抜けを設けること。  

 (3) 前条第２項の規定に適合する地上への直通階段を、原則として２以上設けること。 

２ 地下街又は準地下街に接続している地下道（地下街又は準地下街にあるもの以外のも

のでその延長が１５０メートルを超えるものに限る。以下この項において同じ｡）及び
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建築物の地階に接続している地下道には、防災上必要な排煙、採光等のための吹抜けを、

当該地下道の各部分からその当該吹抜けまでの距離が７５メートル以下である位置に設

けるものとする。 

 

 （店舗又は事務所等の面積）  

第１６条 地下街又は準地下街における店舗又は事務所等の延べ面積は、原則として当該

地下街又は準地下街における地下道の延べ面積を超えないものとする。 

 

    第３節 地下道等の接続 

 

 （地下道等の相互の接続） 

第１７条 地下道等が相互に接続する場合で、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該地下道等は、それぞれ別の地下道等とみなす。 

 (1) 地下街又は準地下街が、地下道（地下街又は準地下街にあるものを除く｡）によっ

て相互に接続されており、当該地下道の延長が４０メートル以上のもの又は当該地下

道の延長が２０メートル以上であって、かつ、当該地下道と地下街又は準地下街との

接続部が特定防火設備で区画されているもの 

(2) 地下道（地下街又は準地下街にあるものを除く｡）が地下街又は準地下街と接続す

る場合であって、次のア又はイに該当するもの  

ア 接続部に第１５条第１項各号の規定に適合する地下広場が設けられているもの  

  イ 接続部が特定防火設備で区画されており、かつ、その部分に地上への直通階段

（地下道の幅員以上の幅員（２以上の直通階段がある場合にはその幅員の合計）を

有するものに限る｡）及び排煙口若しくは排煙設備が設けられているもの  

 

 （地下道等と建築物の地階の接続） 

第１８条 建築物の地階が地下街にある地下道と接続する場合の接続部は、次の各号に定

めるところによるものとする。  

 (1) 建築物の地階側に附室（耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画されてい

るものに限る｡）を設けることとし、その附室は、地上への直通階段及び排煙設備を

有すること。 

 (2) 地下道側には、吹抜け又は排煙設備を有する地上への直通階段を設けること。 

 (3) 前各号に掲げるもののほか、｢特定防火対象物の地階と地下街とが一体をなす場合

の判定基準及び指定方法について｣（昭和５０年３月１１日付け消防安第３２号消防

庁通達。）第１の１号から５号の基準に適合させること。 

 

第４節 地下の構え等 
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 （地下の構え等の防火区画） 

第１９条 地下の構え等と地下道は、耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画す

るものとする。 

２ 地下の構え等とこれに接する他の地下の構え等とは、耐火構造の床若しくは壁又は特

定防火設備で区画するものとする。 

 

 （地下の構え等の内装） 

第２０条 地下の構え等の内装は、仕上げ及び下地に不燃材料を用いるものとし、看板、

広告物、装飾品、陳列台等は、不燃性材料を用いるよう努めるものとする。 

 

第５節 消防用設備等 

 

 （地下街又は準地下街における消防用設備等） 

第２１条 地下街には、すべての部分を対象としてスプリンクラー設備、水噴霧消火設備

等、自動火災報知設備、放送設備、誘導灯、排煙設備、連結送水管、非常コンセント設

備、無線通信補助設備その他の消防用設備等を設けるものとする。 

２ 準地下街には、すべての部分を対象としてスプリンクラー設備、自動火災報知設備、

放送設備、誘導灯その他の消防用設備等を設けるものとする。 

 

 （建築物の地階、地下道等を相互に結ぶ放送設備） 

第２２条 建築物の地階、地下道等が相互に接続する場合であって、次に掲げるときには、

接続するそれぞれの施設を相互に結ぶ一体の放送設備（消防法施行令（昭和３６年政令

第３７号）第７条第３項第４号ハに掲げるもの）を設けるものとする。 

 (1) 一団の地下街又は準地下街が２以上近接している場合  

 (2) 地下道（地下街又は準地下街にあるものを除く。次号において同じ｡）又は建築物

の地階が、地下街又は準地下街と接続する場合 

 (3) 建築物の地階（床面積が５００平方メートルを超えるものに限る｡）が地下道と接

続する場合 

 

 （防災センター等） 

第２３条 地下街又は準地下街には、当該地下街又は準地下街の全体の状況を把握しやす

い位置に、他の部分と完全に防火、防煙区画がなされ、かつ、地上から容易に出入りで

きる構造の防災センターを設けるものとする。 

２ 一団の地下街又は準地下街の管理を２以上の者が行う場合は、当該一団の地下街又は

準地下街の防災管理を行う中央防災センターを設けるものとする。 
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３ 防災センター又は中央防災センターには、消防機関、警察機関及びガス事業者（ガス

を使用しない地下街を除く｡）との間で即時に通話できる設備を設けるものとする。 

４ 一団の地下街又は準地下街が２以上近接している場合は、それぞれの防災センター又

は中央防災センター相互を連絡する緊急通話設備を設けるものとする。 

 

 （地下道の避難口誘導灯及び通路誘導灯） 

第２４条 地下道（地下街又は準地下街にあるもの以外のものであって、延長が１００メ

ートルを超えるものに限る｡）には、階段その他の避難上の設備がある場所に、避難口

誘導灯及び通路誘導灯（非常用電源を附置したものに限る｡）を設けるものとする。 

 

第６節 換気設備 

 

第２５条 地下街又は準地下街には、建築基準法施行令第１２９条の２の６第２項各号の

規定に適合する機械換気設備を設けるものとする。 

 

   第７節 附帯施設  

 

 （駐車場） 

第２６条 公共地下駐車場を設けない地下街又は準地下街には、建築物における駐車施設

の附置に関する条例（昭和３９年浜松市条例第２２号）の規定に基づく駐車施設を設置

するものとする。この場合において、延べ面積については、地下街又は準地下街の全面

積（当該駐車施設の部分を除く｡）を延べ面積の算出対象とする。 

 

 （荷さばき場） 

第２７条 地下街又は準地下街には、地上の交通に支障を与えない場所に、荷さばき場を

設けるものとする。ただし、準地下街にある建築物の地階で、地上の階から荷物の搬入

及び搬出ができる場合は、この限りでない。 

 

   第８節 店舗又は事務所等の制限 

 

 （店舗又は事務所等の用途の制限） 

第２８条 地下街又は準地下街には、次に掲げる店舗又は事務所等を設けないものとする。 

 (1) 大型の商品を取扱う等地下道の一般歩行者の通行に支障を及ぼすおそれのあるもの 

 (2) 爆発性を有する物件又は悪臭若しくは騒音を発生する物件を保管し、又は設置する

ことにより、地下道の一般歩行者に危害を及ぼし、又は不快の感を与えるおそれのあ

るもの  
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 (3) 風俗営業等地下道等の風紀を損なうおそれのあるもの  

 (4) 宿泊施設、興業場等地下街に設けることが適切でないもの 

 

 （火気を使用する店舗又は事務所等の配置） 

第２９条 地下街にある店舗又は事務所等では、裸火を使用してはならない。ただし、都

市ガス等を配管方式で使用し、火気を使用する部分とその他の部分とを防火区画し、か

つ、火気を使用する部分の周辺を防火上有効な構造とした場合で、消防署長が認めたも

のについては、この限りでない。 

 

 （ガス保安対策） 

第３０条 地下街又は準地下街においてガスを使用する場合には、ガス事業法、消防法、

建築基準法その他の関係法令に定めるところによるほか、次に掲げる基準によるものと

する。  

 (1) 地下街又は準地下街に設置する燃焼器は、金属管、金属可とう管又は強化ガスホー

スを用いてガス栓と接続すること。ただし、移動式燃焼器（強制給排気式ストーブを

含む。）にあっては、ゴム管（両端に迅速継手の付いたもの又は過流安全弁を内蔵す

るガス栓に接続するものに限る。）を用いて接続することができる。  

 (2) 地下街又は準地下街へのガスの引込管は、必要最小限の本数とし、配管は単純化す

るとともに、ガス管であることが容易に識別することができる識別措置を講ずること。  

 (3) ガスの主要配管が天井裏等に設置される場合には、これらを保守管理するため点検

口を設けること。  

 (4) 地下街又は準地下街には、防災センターで常時監視することができるガス漏れ（火

災）警報設備を設けることとし、ガス漏れが発生した場合には、その情報を防災セン

ターに集中するシステムとすること。  

 (5) 地下街又は準地下街には、危急の場合に地下街又は準地下街へのガスの供給を防災

センターにおいて直ちに遮断することができる緊急ガス遮断装置を設けること。 

 

   第９節 維持管理 

 

 （見通しを妨げる広告物等の制限） 

第３１条 地下道には、誘導灯及び案内板の見通しを妨げる広告物、看板等を設けないも

のとする。 

 

 （地下道の管理者） 

第３２条 地下道（第２条第１号イに掲げるものを除く｡）は、国若しくは地方公共団体

又はこれに準ずる機関が管理するものとする。 
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 （管理規程） 

第３３条 地下街又は準地下街の設置者は、当該施設を使用するに先立ち、当該施設に関

する管理規程を定めるものとする。 

２ 前項の管理規程には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 (1) 地下道に関する事項  

  ア 供用時間等に関する事項  

  イ 防災及び保安に関する事項  

  ウ 維持及び補修に関する事項  

  エ 広告等の掲出に関する事項  

  オ 禁止すべき行為に関する事項  

 (2) 店舗又は事務所等に関する事項  

  ア 営業等に関する事項  

  イ 防災及び保安に関する事項  

  ウ 保健衛生に関する事項  

  エ 建物の管理に関する事項  

３ 地下街又は準地下街の設置者は、第１項の管理規程を定める場合には、あらかじめ、

近接又は隣接する地下街又は準地下街の管理者と協議するものとする。  

４ 地下街又は準地下街の設置者は、第１項の管理規程を定めた場合には遅滞なく協議会

に届け出るものとする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年 ３月１０日から施行する。 

（既存の地下道等の取扱い） 

２ この要綱の施行の際、現に存する地下道等であって、この要綱の定める基準に適合し

ないものについては、当該地下道等を設置する者は、当該地下道等を、この要綱に定め

る基準に適合させるため必要な改善を行うよう努めるものとする。 
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